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午前１０時００分 開議

定足数に達しており○議長（馬場騎一君）

ますので、２日目の本会議を開きます。

議事に入る前に、去る９日設置されました

予算審査特別委員会、補正予算審査特別委員

会及び条例等審査特別委員会の３特別委員会

の委員長、副委員長の互選の結果を報告しま

す。

予算審査特別委員会委員長堤喜一郎委員、

副委員長小比類巻正規委員、補正予算審査特

別委員会委員長掘光雄委員、副委員長野坂篤

司委員、条例等審査特別委員会委員長小比類

巻種松委員、副委員長舩見亮悦委員と、それ

ぞれ決しました。

それでは、本日の議事は、お手元に配付し

ております議事日程第２号をもって進めま

す。

─────────────────

◎日程第１ 議会運営委員会委員の

選任

日程第１ 議会運営○議長（馬場騎一君）

委員会委員の選任についてを議題とします。

去る３月６日に、太田博之議員より、議会

運営委員会委員の辞任願いが提出されました

ので、委員会条例第１４条の規定により、こ

れを許可いたしました。これに伴い、現在、

議会運営委員会に１名の欠員が生じておりま

す。本件は、この欠員１名について選任する

ものであります。

お諮りします。

議会運営委員会委員の選任については、委

員会条例第８条第１項の規定により、小比類

巻種松議員を指名したいと思います。これに

御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

御異議なしと認めま○議長（馬場騎一君）

す。

よって、ただいま指名しました小比類巻種

松議員を議会運営委員会委員に選任すること

に決しました。

─────────────────

◎日程第２ 議案第３８号から

日程第４ 議案第４０号まで

日程第２ 議案第３○議長（馬場騎一君）

８号から日程第４ 議案第４０号までの３議

案を一括上程します。

この議案は、本日、執行部より追加議案と

して提出されたものです。

─────────────────

◎日程第５ 提案理由の説明

日程第５ 提案理由○議長（馬場騎一君）

の説明を願います。

市長。

おはようございま○市長（種市一正君）

す。

本日、追加提案いたします議案について御

説明申し上げます。

この議案は、国の平成２０年度の景気対策

となる第２次補正予算にかかわる関連法案等

が、国会において可決・成立したことを受け

まして、去る３月９日の開会日において御提

案申し上げた各議案に追加して、次の３議案

を御提案申し上げるものであります。

まず、議案第３８号は、平成２０年度三沢

市一般会計補正予算（第５号）であります。

この議案は、国庫支出金として配分されま

す地域活性化・生活対策臨時交付金１億４,

２４８万円、子育て応援特別手当交付金２,

５０５万６,０００円、その事務取扱交付金

１２４万５,０００円並びに定額給付金事業

費補助金６億５,９６２万４,０００円及びそ

の事務費補助金３,０８３万４,０００円で、

合計８億５,９２３万９,０００円を増額いた

しております。

地方交付税につきましては、普通交付税の

決定額のうち２,０２８万７,０００円の増額

といたしました。

この結果、補正総額は、歳入歳出ともに８

億７,９５２万６,０００円の増額補正で、既

定額との累計では２０４億６,３０２万６,０

００円となりまして、前年度最終予算額との

比較では１１億９,５３２万６,０００円、

６.２％の増となったところであります。

特に、臨時交付金では、家計支援あるいは
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商業活性化支援といたしまして、三沢市商工

会を通じて実施することになりますプレミア

ムつき地域商品券発行事業、中小零細企業等

の金融機関からの融資に対する利子補給を目

的とした簡易小口保証特別融資利子補給基金

の積み立て事業に所要の予算を措置いたしま

した。

また、子育て支援といたしまして、１８歳

未満の子供が４人以上いる御家庭を対象とい

たしまして、お米６０キログラム、約１俵を

配付する、地産地消でわんぱく家族米支給事

業、農林水産事業への支援といたしまして

は、肥料高騰対策事業費補助金、そして、魚

市場施設の衛生管理体制に資する海水取水施

設整備事業、観光振興として、三沢市観光協

会に対する観光資源ＰＲ事業費補助金、防災

対策としては、公共施設への緊急地震即応措

置整備事業などの予算を措置いたしました。

次に、議案第３９号は、平成２０年度三沢

市立三沢病院事業会計補正予算（第３号）で

あります。

地域活性化・生活対策臨時交付金対象事業

として、医療従事者等への感染症予防防止

キットを準備する新型インフルエンザ対策事

業の予算を措置するものであります。

議案第４０号は、三沢市簡易小口保証特別

融資利子補給基金条例の制定についてであり

ます。

三沢市内の中小企業者の資金調達の円滑化

を図るため提案するものであります。

以上、よろしく御審議のほどお願い申し上

げます。

以上であります。

─────────────────

◎日程第６ 議案の説明

お諮りします。○議長（馬場騎一君）

ただいま上程しました議案に対する当局の

議案説明は、会議規則第３７条第２項の規定

により省略したいと思います。これに御異議

ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

御異議なしと認めま○議長（馬場騎一君）

す。

よって、議案の説明は、省略します。

─────────────────

◎日程第７ 質 疑

日程第７ 上程しま○議長（馬場騎一君）

した議案に対して質疑を行いますが、この

後、１６日、１７日と特別委員会も予定して

おりますので、大綱的なものに絞って質疑を

願います。

（「なし」と呼ぶ者あり）

ないようでございま○議長（馬場騎一君）

すので、この議案に対する質疑を終わりま

す。

─────────────────

◎日程第８ 議案の付託

日程第８ 議案の付○議長（馬場騎一君）

託を行います。

お諮りします。

ただいま上程しました議案の審議に当たり

ましては、去る９日設置されました補正予算

審査特別委員会に議案第３８号及び議案第３

９号を、条例等審査特別委員会に議案第４０

号を、それぞれ付託の上、慎重に行いたいと

思います。これに御異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

御異議なしと認めま○議長（馬場騎一君）

す。

よって、議案第３８号及び議案代３９号は

補正予算審査特別委員会に、議案第４０号は

条例等審査特別委員会に、それぞれ付託する

ことに決しました。

─────────────────

◎日程第９ 市政に対する一般質問

日程第９ 市政に対○議長（馬場騎一君）

する一般質問を行います。

お手元に配付しております質問一覧表のと

おり進めます。

２番瀬崎雅弘議員の登壇を願います。

おはようございま○２番（瀬崎雅弘君）

す。市民クラブの瀬崎雅弘が、通告に従いま

して、生活環境問題と文部科学省が実施した

体力テストの結果の２件について一般質問を
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させていただきます。

まず、生活環境問題について質問させてい

ただきます。

近年、全国各地において、車による悲惨な

ひき逃げ事故が起こっております。ひき逃げ

をする理由としては、飲酒運転、無免許運

転、罪から逃れるためが上位を占めておりま

す。

警察の発表よりますと、２００７年度の１

年間に発生した全国でのひき逃げ事件の件数

は１万５,４７４件あります。ひき逃げ事件

の検挙率は、死亡ひき逃げでは１８８件で９

１％の検挙率、重傷ひき逃げは１,０８５件

で５１.２％の検挙率、軽傷ひき逃げは１万

４,２０１件で３１％の検挙率となっており

ます。

警察によると、死亡など被害が大きい事件

の検挙率が高い理由につきましては、専従班

を設置し、重点的に捜査するとともに、車両

の破損が大きいため、現場に証拠品が残る

ケースが多いと分析していますが、ひき逃げ

事件が早期に解決した背景には、現場付近の

監視カメラに不審車や逃走する不審車両が

写っていたことにより解決した事例もありま

す。

また、学校への不審者の侵入による子供へ

の痛ましい被害が過去に発生した背景から、

学校への不審者初動態勢を強化するため監視

カメラが活用され、不審者の早期発見、児

童・生徒の適切な避難誘導、１１０番通報な

ど、初動対応の態勢を強化している地域もあ

ります。

そこで、三沢市総合振興計画には、市民ア

ンケート調査及び地方を取り巻く社会経済の

状況などに基づいた本市の課題の一つに、安

全で安心な暮らしの確保を掲げられておりま

す。その中に、「子どもの安全を確保するこ

とが緊急の課題となっており、いじめや虐

待・交通事故の防止も含め、子どもたちが安

全で安心して育つことのできる環境づくり」

が重要である。さらに、「未来を担う青少年

の健全育成を促すために、地域全体で青少年

の非行を防止すること」も重要と述べられて

おります。「また、高齢者による交通事故を

防止するための対策、さらには盗難や詐欺な

どの被害にあわないための情報提供などが必

要」であると記載されています。

その振興計画のまちづくりの基本方針の一

つに、環境と共生し安心できるまちづくりを

掲げ、交通安全対策や地域防犯対策を推進さ

れています。その手段として、交通危険箇所

の解消及び道路の安全確保、交通安全運動及

び交通安全教育の推進、防犯灯の設置や、防

犯車、ＰＴＡ等の皆様による巡回パトロール

等が実施され、幸いにも重大な事件・事故等

は起こっておりませんでした。

しかしながら、ことしの２月４日から５日

朝にかけ、おいらせ町いちょう公園付近と三

沢市三川目付近にかけての国道３３８号沿い

で、自動販売機１４台の前面パネルと、車両

７台のフロントガラスが壊される悪質な事件

が発生しました。現在実施している防犯車巡

回パトロール等による防犯活動にはやはり限

度があり、十分ではないと思います。

監視カメラは、全国において広く普及し、

さまざまな場所に設置され、防犯、防災、計

測記録等の用途に使用されています。監視カ

メラの効果として、第１に、死角をなくせる

こと。第２に、２４時間休まず監視ができる

こと。第３に、記録装置を用いれば映像記録

が残る点があります。

さらに、カメラを設置することで得られる

最大の効果は、抑止効果であります。また、

今後、テレビのデジタル化により、アナログ

テレビの不法投棄が危惧されます。犯罪は未

然に防ぐものであり、事件・事故等の未然防

止の一翼を担っているのが監視カメラだと思

います。

市民の皆様が安全で安心な暮らしを確保す

るため、学校、繁華街、主要な幹線及びごみ

捨て場等に監視カメラを設置することによ

り、犯罪の未然防止や事件・事故等の早期解

決に寄与できるものではないかと思います

が、犯罪の未然防止の一翼を担う監視カメラ
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の設置について、市としてどのように考えて

いるか、伺います。

あわせて、先ほど申しました国道３３８号

での悪質な事件等の再発防止のため、市とし

てどのように考えておられるか、伺います。

次に、文部科学省が実施した体力テストの

結果について伺います。

本年１月２１日に、小学５年生と中学２年

生を対象に実施された全国体力・運動能力・

運動習慣等調査の結果が公表されました。

本調査は、小学５年と中学２年の生徒が対

象で、この調査に本市から参加したかどうか

は不明ですが、県内からは１２６の小学校、

４,８１８人、６５の中学校、４,９７７人が

参加したと公表されました。

本体力テストの調査目的は三つあり、一つ

目は、子供の体力が低下している状況にかん

がみ、国が全国的な子供の体力の状況を把

握・分析することにより、子供の体力の向上

にかかわる施策の成果と課題を検証し、その

改善を図ること。

二つ目は、各教育委員会、学校が、子供の

体力の向上にかかわる施策の成果と課題を把

握し、その改善を図るとともに、子供の体力

の向上に関する継続的な検証改善サイクルを

確立すること。

三つ目は、各小学校が、各児童・生徒の体

力や生活習慣、食習慣、運動習慣を把握し、

学校における体育・健康に関する指導などの

改善に役立てるとされています。

本テストの結果で、体力、運動能力では、

握力や上体起こし、反復横跳びなど８項目の

合計８０点満点で採点され、本県の小学５年

女子と中学２年男子が、いずれも全国平均を

上回っております。小学５年男子は、ほぼ全

国平均と同じでしたが、中学２年女子はやや

低い結果でした。

これまで、運動能力の低下は以前から問題

になっており、今回の体力テストの全国平均

結果を２３年前の昭和６０年度の体力水準で

比較すると、小学校の男女ともに、反復横跳

び以外の種目で５０％以上の児童が、昭和６

０年度の平均より下回っております。

また、中学校では、すべての種目で５０％

以上の生徒が、昭和６０年度の平均より下

回っています。

例えば、小学生のソフトボール投げの平均

結果は、男子が、昭和６０年度が２９.９４

メーター、今回が２５.３９メーターと、４.

５５メーター短い。女子では、昭和６０年度

が１７.６メーター、今回が１４.８５メー

ターと、２.５７メーター短い結果でした。

また、中学生の持続走の平均結果は、男子

の１,５００メートル走で、昭和６０年度が

６分６秒、今回が６分３６秒と、３０秒遅

い。女子の１,０００メートル走で、昭和６

０年度が４分２７秒、今回４分５３秒と、２

６秒遅い結果でした。

昭和６０年度と今では環境は随分変わり、

遊ぶ場所は少なくなり、治安も悪くなり、

ゲームにインターネット等、部屋で遊べるも

のがふえた現状でありますが、体力は依然と

して低下傾向にあります。

一方、身体調査の体格に関する調査で、青

森県は、身長、体重、座高、すべて全国平均

を上回っております。特に体重は、小中、男

女とも全国で最も高く、肥満児傾向の出現率

が小中、男女、いずれも全国平均を上回って

いるという結果であります。

アンケート調査結果で、肥満の傾向は、小

中の男女とも、朝食を食べない子が朝食を食

べる子に比べ、肥満の割合が多い結果であり

ます。

また、毎日運動をすると回答した割合は、

小中、男女いずれも、運動部所属の割合も全

国平均以上という結果が出ています。

つまり、当たり前のことでありますが、朝

食を食べ、よく寝れば元気がアップし、運動

部に入ると体力向上するという結果です。こ

の調査結果を裏返せば、朝食をとらず、運動

していない子供は、体力もなく、肥満傾向に

あるのではないかと思います。

また、近年、青少年の一般傾向として、貧

血や骨折する子が増加傾向にあり、食文化の
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影響がかなりあると思います。健全な青少年

を育成するためには、学校の授業だけでな

く、生活習慣も含め、子供の体を見詰め直

し、どうやったら運動にのめり込める環境を

つくるかが重要だと思います。

調査結果について、県教育委員会は、参加

率も低く、前年度とも比較できないため、一

概に判断できないとしながらも、各種結果に

ばらつきがあることから、児童・生徒のバラ

ンスのとれた体力づくりに向け、今後も学校

体育、スポーツの充実に努めたいとコメント

していますが、三沢市として、この調査結果

を受け、今後どのように活用されるか、伺い

たい。

以上で、私の質問を終わります。答弁、よ

ろしくお願いいたします。

ただいまの２番瀬崎○議長（馬場騎一君）

雅弘議員の質問に対する執行部の答弁を求め

ます。

市長。

ただいまの瀬崎議員○市長（種市一正君）

さんの御質問のうち、生活環境問題について

は私から、その他については教育長から答弁

させますので、御了承願いたいと思います。

全国的に犯罪の件数自体は減少の傾向にあ

りますけれども、都市、その他の地方に関係

なく、強盗や殺人などといった、いわゆる凶

悪な事件の発生がテレビや新聞等で報道され

ております。

市では、犯罪発生など、緊急な対策が必要

なときには、三沢警察署とも速やかな対応を

お願いすることといたしておりますが、御質

問の監視カメラの設置につきましては、犯罪

抑止あるいは犯人検挙に効果があるとして、

これを肯定する意見がある一方で、プライバ

シーの侵害や監視社会を危惧するとして、こ

れまた、否定する意見もまた一方にあるわけ

でありまして、議員さんの御提案の監視カメ

ラを設置するという場合には、これは市民の

皆様の合意形成が必要であるとも考えており

ます。

同時に、犯罪を未然に防止するためには、

市民の皆様の目による監視が何よりも大切で

あると、このように思うことから、各町内会

の防犯部会などとも連携を図り、児童・生徒

の登下校時における見守りや、外出時のかぎ

かけなどの防犯対策をはじめ、地域、学校、

家庭、あるいは商店、事業所などの協力体制

のもとに、市民一人一人に犯罪のない明るい

まちづくりを呼びかけてまいりたいと考えて

おります。

また、御指摘の国道３３８号の事件をはじ

め、あらゆる犯罪の再発防止のために、三沢

警察署には、より一層の対策をお願いしてい

ることろでありますが、引き続き、三沢市防

犯協会とも、巡回パトロールをお願いしてま

いりたいと考えておりますので、御理解を賜

りたいと存じます。

私からは、以上であります。

教育長。○議長（馬場騎一君）

教育問題の文部科○教育長（横岡勝栄君）

学省が実施した体力テスト結果についてお答

えいたします。

平成２１年１月に、平成２０年度全国体

力・運動能力・運動習慣等調査の報告書が文

部科学省より出されました。全国の小学校５

学年及び中学校２学年を対象として実施した

のであります。

三沢市では、全校で体力テストを実施し、

各校の状況を把握しております。三沢市の状

況は、全国と同じように、運動する子供と、

しない子供の二極化傾向が見られ、子供たち

の体力は低下傾向にあると言えます。

教育委員会といたしましては、体力テスト

結果を踏まえ、全国と県のデータと自校の

データの比較をし、低下傾向の種目に対する

対策を講じ、特に、授業においては、児童・

生徒の実態に合わせた指導計画を立て、バラ

ンスのとれた指導を推進するように助言して

まいっております。

また、跳び箱や縄跳びなどの技能検定を実

施したり、準備運動の中に筋力トレーニング

を取り入れたりすることを各校に紹介し、こ

れからもさまざまな運動を体験する学校体育



― 20 ―

を、今まで以上に奨励してまいりたいと思い

ます。

次に、学校における体力向上の取り組みに

ついてですが、各校では、休み時間を利用し

て体力の向上に努めています。

例えば、児童に各自の目標を掲げさせ、縄

跳びやシャトルランに取り組ませたり、バラ

ンスボールや一輪車など、ふだんの授業で行

われない種目を取り上げたりすることによっ

て、新たな遊び空間をつくり出し、体を動か

すことの喜びにつなげています。

また、各校とも体力テストの実施により、

児童・生徒の個々の体力・体格を把握し、そ

のデータをもとに、個に応じた取り組みを発

達段階に応じて、学校教育活動全体で計画的

に推進しております。

特別活動においては、心と体のバランスを

考慮し、参観日等を利用した栄養士や養護教

諭による食育の授業や保健指導も実施してお

ります。

健康の保持・増進、体力の向上について

は、これからも学校、家庭、地域社会が同じ

考えで取り組んでいけるよう働きかけてまい

りたいと考えております。

以上でございます。

２番。○議長（馬場騎一君）

再質問させていただ○２番（瀬崎雅弘君）

きます。

ただいま、監視カメラ設置についてはプラ

イバシーの関係があるということであります

ので、なかなか、つけるかつけないかという

のは非常に難しいという状況はわかりまし

た。

しかしながら、今回の国道３３８号で起こ

りました事件につきましては、市としては、

警察にお願いして、市民の皆さんに協力をお

願いするということでありましたら、何ら対

策をとっていないと同じではないかと思いま

すけれども、やはり何らかの対策が必要と思

います。

私としては、提案としましては、監視カメ

ラの設置ということについて、少し抑止力と

いうことでもって、そういう未然防止とか、

早期の事件の解決というのに役立つのではな

いかと思っております。

したがいまして、そこのところは、すべて

につけるのではなくて、優先順位をつけた段

階でもっての監視カメラ設置ということにつ

いてどうお考えか、伺いたいと思います。

あと、体力測定の結果につきましては、先

ほど食事とか、そういうことを指導している

ということでありますけれども、現在、小学

校、中学校を含めまして、食事をしない子と

か、そういう子は、今までどういうふうな指

導をされて、どう改善、効果があったかとい

うことをお願いいたします。

それと今、運動する子、しない子と、二極

化があるという話を伺いました。運動する子

は、確かにいいと思います。運動しない子を

いかに運動のできる環境に持っていくかとい

うところについて、伺いたいと思います。

特に、例えば小学校においては、スポーツ

少年団とか、そういうところでもって、非常

に三沢市は盛んでありますので、そういうと

ころへの参加率。

このごろ聞きますと、やはり送り迎えが大

変ということでもって、なかなかスポーツに

参加するという子が少なくなってきている

と。これは、先ほど申しました監視カメラの

話も同じでありますけれども、やはり送り迎

えができないから参加できないと。やはり地

域の治安というのが、やはり昔に比べてかな

り悪くなっていると。

あともう一つは、やはり夏場と冬場ではか

なり体力の消耗が違うと思います。先般、私

も言いましたけれども、克雪ドームというと

ころも含めまして、やはり継続した子供たち

の運動できる環境づくりが必要かと思います

ので、冬場でも継続できるようなところで

もっての施設、環境づくりということについ

てもう一度、それもあわせて伺いたいと思い

ます。

よろしくお願いいたします。

市長。○議長（馬場騎一君）
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監視カメラの有効性○市長（種市一正君）

については、議員もおっしゃるようなこと

で、私も申し上げたとおりで、その有効性に

ついては承知いたしておるわけであります。

そんなことで、今後、優先的に決めて設置を

する考えはないのかというような御質問だろ

うと思います。

今の時点では、まず申し上げたようなこと

で、それぞれが役割を果たしながら、協力し

ていくのが一番大事であると思っております

し、犯罪に関しては、第一に警察に対応して

いただき、市は、地域の見守りを呼びかけて

まいりたいと、こんな思いであります。

よろしくお願いします。

教育長。○議長（馬場騎一君）

再質問にお答えさ○教育長（横岡勝栄君）

せていただきます。

まず一つ目は、食事をしない子の場合の指

導のあり方ということでありました。

学校では、お父さん、お母さん方、参観日

に参加されている方はよく御存じだと思うの

ですが、子供たちの中に、学校保健委員会と

いうのを組織しております。その子供たちの

組織の中で、小学校１年生から６年生まで、

縦割りで保健委員会というのは運営しており

ます。

その中で、最近よく学校保健委員会という

のを開いて、発表し合って、全校で話し合い

をするのですが、そのときに、最近よく取り

上げられているのは食事のことです。栄養の

ことです。先生が言われた栄養バランスのこ

と、このことが取り上げられていて、最近

は、子供たちがみずから食事のことについて

意見交換したり、発表し合うということで、

食事をしない子を少なくするようにというこ

とで、かなり自分たちで努力をしているとい

うことは評価できると思います。

それから、運動しない子への指導というこ

とで、これも御存じだと思うのですが、三沢

市では、青森県では先駆けてキッズスポーツ

というのを取り上げております。これは、お

父さん、お母さん、おじいちゃん、おばあ

ちゃん、家族の方と一緒に子供が参加するシ

ステムです。

すなわち、普通の競技スポーツとは別に、

楽しみながらさまざまな運動で体を動かそう

と、まずそこから子供たちに運動を親しませ

ていきたいということで、三沢市では２０名

の体育指導員がおりますが、その方が中心と

なって、毎週キッズスポーツを展開しており

ます。これは、もう四、五年になるのです

が、かなり指導者は大変御苦労も多いのです

が、少しでも運動になれさせようということ

で、継続実施しております。

それから、冬場のスポーツの環境なのです

が、これも御存じだと思うのですが、六川目

の体育館、冬でも土に触れながらということ

で、あそこは大変利用価値がありまして、大

変稼働しております。大変使われておりま

す。そういう意味では、六川目の体育館、土

に触れながら、冬でも体をなれさせようとい

うことで、大変いい、好評のうちに活用され

ているということであります。

それから、もちろんアイスアリーナも時間

を延長したり、あるいは夏場でもアイスア

リーナでスケートができるようにというわけ

で、２カ月早く開場しております。そういう

意味では、環境づくりには配慮していると思

います。

以上でございます。

以上で、２番瀬崎雅○議長（馬場騎一君）

弘議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

５番鈴木重正議員の登壇を願います。

市民クラブの鈴木重○５番（鈴木重正君）

正が、通告に従いまして一般質問をいたしま

す。

三沢市制施行５０周年の節目の年である昨

年、三沢市史続通史編が刊行されたわけであ

りますが、ふるさとの歴史、伝統、文化とい

うものはしっかりと後世に伝えていかなけれ

ばならないものであり、その果たすべき役

割、持つ意味というものは非常に重要なもの

であると思っております。
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歴史を記録に残すという、とても大変な作

業に当たりました市史編さん委員、作業部会

員をはじめといたします関係各位の御労苦に

衷心より敬意を表しますとともに、本年１月

に亡くなられました市史編さん室長の故豊川

哲美氏に対しまして、心から御冥福をお祈り

申し上げます。

さて、三沢市は、第二次大戦後、米軍の進

駐により、その容貌を大きく変えました。と

りわけ、一大航空基地の建設により、県内は

もとより、全国各地から多くの人々が集ま

り、人口の急増をもたらし、市街地地域が形

成されてまいりました。そのようなことか

ら、歴史のないまち、文化不毛の地というこ

とを言われたこともあったと聞いております

が、御存じのとおり、多くの三沢市民は歴史

や伝統を重んじ、心豊かに生活し、文化をは

ぐくんできたのであります。

例えば、浜三沢には駒踊りが、山中には鶏

舞、岡三沢には鹿子踊りなど、地域の伝統芸

能が今なお脈々と受け継がれております。し

かも、小学生、中学生までが、その歴史と伝

統を守るために日々けいこに励んでいるので

す。

三沢には三沢の確固たる歴史があり、それ

を何とか必死に守ろうとする地域の人々のと

うとい魂があります。また、とりもなおさ

ず、歴史が正確に、そして確実に子々孫々に

受け継がれてきたあかしでもあります。

まさに、透き通るように晴れ渡る小川原湖

畔から望む八甲田の山並みが、何百年の歳月

を経てもその美しい姿を変えないように、歴

史や伝統も、時代が変わっても決して変わる

ことなく子々孫々に伝えていかなければなら

ないものであります。

そのためには、歴史、伝統を伝える、学ぶ

ということが必要であります。と同時に、恵

まれた自然環境、地域の特色、新しくつくら

れた文化も含め、私たちが住んでいる現在の

三沢市をよく知るということが大切ではない

でしょうか。歴史や伝統を守り、後世に伝え

るとともに、三沢市の現状を理解することに

よって、より三沢のよさが見え、取り組むべ

き課題がはっきりするものと思います。

例えば、はじめて訪れる地でタクシーに乗

り、運転手さんと話をしたとき、この町には

お薦めできるような観光だとか名物はない

よ。飲食店に入り、この町はぱっとしない、

行政が悪い、寂れる一方だなどという話を聞

いたらどう思うでしょうか。その町には、す

ばらしい歴史、文化、名所や名物があるかも

しれない。一生懸命によりよいまちづくりを

進めようとしている人たちがいるかもしれな

い。しかしながら、出会った人たちの話だけ

を聞けば、私は悪い印象しか持ちません。

逆に、この町には、こういう歴史、伝統、

名所、名物がある。この町はこういうよさが

ある。魅力ある町だというような話を出会っ

た人たちから聞かされれば、その町にどうい

う印象を持つでしょうか。

最近、御当地検定なるものが各地で実施さ

れておりますが、当市総合振興計画におきま

しても、観光の振興、おもてなしの充実とし

て、「ご当地検定の実施など、三沢市の歴史

から施設の概要等、観光のエキスパートを育

成します」と明記されております。

観光のエキスパートの育成も大切だとは思

いますが、せっかく御当地検定の実施などに

取り組んでいくのであれば、観光という視点

からだけではなく、子供からお年寄りまで、

市民一人一人がふるさと三沢を学び、知ると

いう総合的な施策として取り組んでいくべき

ではなかろうかと思っております。

市民一人一人が三沢の歴史、伝統を学び、

そして、現在の三沢市をよく知り、理解する

ことによって、三沢市のことを考えることに

つながっていき、「人とまち みんなで創

る」三沢づくりを進めていくことができるの

ではないでしょうか。さらには、市民一人一

人が観光大使として三沢をＰＲしていくこと

ができるのではないでしょうか。

そこで、御当地検定の実施を含め、観光と

いう視点からだけではなく、子供からお年寄

りまで、市民一人一人がふるさと三沢を学
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び、知る、そして考えるという総合的な施策

が必要であると思いますが、そのお考えをお

伺いいたします。

次に、三沢市総合振興計画についてであり

ます。

昨年、１０年後の三沢市の都市像、目指す

べき姿として、「人とまち みんなで創る

国際文化都市」を基本理念に掲げた三沢市総

合振興計画が策定されたわけでありますが、

種市市長は、平成２０年第１回定例会におけ

る三沢市総合振興計画基本構想の提案に当た

りまして、また、本議会の冒頭におきまして

も、「市民一人一人の個人の尊重と住民自治

を基調に、それぞれが持つ豊かで多様な知

識、経験を生かしたまちづくりを推進するこ

とで、温もりのある地域社会と多様な文化を

築き、市民が主体となった「みんなで創る」

にぎわいのある三沢市、また、豊かな自然に

恵まれた郷土の風景を大切にし、心豊かで国

際性に富んだ人を育てるまち、愛着と誇りを

持って次代に引き継いでいける、まさに持続

可能なまちを目指して」、「その実現に向

かって、「市民と共に歩む、市民本位のまち

づくり」に全力を挙げて取り組んでまいりた

い」旨の強い決意を表されております。

幾らすばらしい計画が描けたとしても、絵

にかいたもちであってはいけないのでありま

す。それを実効あるものにしていかなけれ

ば、実現していかなければ、意味をなさない

ものであります。

本計画は、三沢市が今後１０年間歩んでい

く道しるべとなるものであり、目指すべき姿

の実現に向けて、種市市長を先頭とする行

政、市議会、そして市民の皆さんとが一丸と

なって取り組んでいかなければならないもの

だと思っております。

私は、よりよいまちづくりを実効あるもの

にしていくためには、公平・公正、そして透

明性を確保するということは言うまでもな

く、個々の施策・事業についての評価・検

証、そして全体としての計画年次、進捗状況

などの管理、施策・事業の相互調整など、総

合的に管理・運営をしていく必要があると考

えております。

総合的な管理・運営のもと、その評価・検

証の結果、社会情勢の変化などを踏まえ、弾

力的な運用や見直しを図り、機略縦横な対応

をしていくことが肝要であり、当然、所要の

予算が必要であるということは論をまたない

ところであります。

昨年来、アメリカのサブプライムローン問

題に端を発した、１世紀に一度の津波とも言

われる世界恐慌を思わせる金融危機、我が国

も例外ではなく、企業の倒産、労働者の解雇

など、不況の影が色濃くなっております。

そのような中、地方の自治体の財政状況も

非常に厳しい状況にあります。このような状

況だからこそ、自治体の予算というものは住

民の血税であるということを踏まえ、限られ

た予算で、無駄を省き、最小限の経費で最大

限の利益を生み出すために、今まで以上に努

力、知恵を絞っていかなければならないので

あります。

また、一つの施策・事業を実現するために

は、財源の確保を含め、長い年月を要するも

のと思います。春植えざれば秋実らずと申し

ますが、種をまかなければ、苗を植えなけれ

ば、実りある秋を迎えることはできません。

将来を見据え、中長期的な視点に立ち、しっ

かりとしたビジョンのもと、種をまき、苗を

植え、その施策・事業の実現に向けて取り組

んでいかなければならないのであります。

そして、「市民が主体となった「みんなで

創る」にぎわいのある三沢市」、言うはやす

く行うはかたしでありますが、現在、三沢市

では、町内会、ＮＰＯ、各種の団体・組合、

最近では、多くの観光資源を活用した地域振

興を図っていこうと、やるべー会や、三沢市

のまちづくりの活性化、にぎわいを創出して

いこうと、まちづくりコンソーシアム三沢が

設立されるなど、また、個人としても、それ

ぞれがそれぞれの立場で夢を持ち、よりよい

三沢づくりのためにさまざまな活動が行われ

ており、市民の皆さんのその御努力のすばら
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しさに心から敬服している次第であります。

しかし、行政とのかかわりも含め、それぞ

れの活動が一つ一つの点であるように思われ

てならないのであります。この点を線で結ぶ

ことによって、さらには、線が面になること

によって、その機能、活動というものは、よ

り大きなものになっていくのではないでしょ

うか。それがまさに、「人とまち みんなで

創る」ということにつながるものと信じてお

ります。

しかしながら、この点を線で結ぶ、線を面

にしていくということは、各種団体等の力だ

けでは困難ではないのか、やはり「人とまち

みんなで創る 国際文化都市」という基本

理念の実現に向け、行政が主導となり、推進

していく必要があるのではないかと思ってお

ります。

そこで、２点お伺いいたします。

先般、当市では、行政経営の推進に向けた

基本的な考え方と取り組みを示した三沢市行

政経営推進プランが策定され、総合振興計画

の推進体制であります行政経営システムが構

築されたわけでありますが、この行政経営シ

ステムはいつから導入され、個々具体的にど

のように運用されていくのか、お伺いいたし

ます。

２点目といたしまして、総合振興計画の基

本理念の実現に向け、各種団体等の連携を含

め、行政としての協働によるまちづくりに係

る取り組みについて、市長のお考えをお伺い

するものであります。

以上で、私の一般質問を終わりますが、市

長をはじめ、市当局の御答弁をよろしくお願

いいたします。

ただいまの５番鈴木○議長（馬場騎一君）

重正議員の質問に対する執行部の答弁を求め

ます。

市長。

ただいまの鈴木議員○市長（種市一正君）

さんの御質問のうち、政治姿勢問題の第１点

目、市民一人一人がふるさと三沢を学び、知

るための総合的な施策を推進するべきではな

いかとの御質問については私から、その他に

ついては関係部長等から答弁させますので、

よろしくお願いいたします。

まず、議員さんの御指摘のとおり、当市に

は、歴史、文化あるいは自然など、三沢なら

では固有の資源が数多くありまして、これま

でも、これらの多様な地域の資源を守り、そ

してまた、継承するための取り組みを学校教

育や、あるいは生涯学習、そしてまた、各種

施設の設置、あるいは関係団体の支援など、

さまざま機会な通じまして行ってきたところ

であります。

また、近年、観光の振興や地域活性化を図

ることを目的といたしまして、御当地検定が

全国各地で行われており、当市といたしまし

ても、今後、三沢市の特色ある歴史や文化、

また、これらを紹介する各施設に関する知識

を問う、また、議員さんがおっしゃるような

御当地検定を実施いたしまして、観光のエキ

スパートなどを育成するために、いわゆるお

もてなし大学を設立することといたしており

ます。

子供からお年寄りまで、市民一人一人が、

このふるさと三沢を学び、あるいは知る、そ

して考えるという総合的な施策の推進が必要

ではないかとの議員さんの御質問であります

が、三沢市の魅力を再発見しながら、この郷

土の知識を学び伝えることのできる人材を育

成することは、観光振興を含めた、いわゆる

地域の活性化や協働のまちづくりにとって大

変意義あることであると、このように考えて

おります。

このために、教育委員会とともに、生涯学

習などにおける郷土学習の充実を図りなが

ら、おもてなし大学における御当地検定の実

施に当たりましては、子供から大人まで、だ

れでも気軽に楽しみながら参加できるような

内容や方法とすることにいたすことによりま

して、ふるさと三沢を知り、愛することので

きる人材の育成とともに、三沢市の魅力を市

内外に積極的に情報発信することによりまし

て、地域の活性化や郷土のまちづくりにつな



― 25 ―

げていきたいと考えておりますので、よろし

くお願い申し上げます。

以上であります。

政策推進部長。○議長（馬場騎一君）

政治姿勢問○政策推進部長（澤口正義君）

題についての第２点目、行政経営システムに

ついてお答え申し上げます。

市では、本年度からスタートいたしました

三沢市総合振興計画の前期基本計画におい

て、計画の着実な推進を図るため、計画、実

行、評価、改善の、いわゆるマネジメントサ

イクルを柱とする行政経営システムを確立す

ることとし、去る２月に、行政経営の基本的

な考え方と具体的な取り組みを定めた、三沢

市行政経営推進プランを策定したところであ

ります。

この行政経営推進プランでは、新しい行政

評価システムとして、総合振興計画の進行管

理と行政評価を一体的に行い、計画に掲げた

目標がどのように達成され、市民満足度の向

上に寄与したかという観点から、より成果を

重視した評価を行うこととしております。

このため、政策、施策、事務事業の三つの

階層から成る総合振興計画の体系を考慮しな

がら、主要な事業の進捗状況や成果の点検を

行う事務事業評価を毎年度実施するととも

に、前期基本計画の中間年度になります平成

２２年度からは、当計画に設定された関係指

標などに基づく施策評価を行い、さらに、最

終年度である平成２４年度には、市民意識調

査による市民満足度や、社会経済指標などに

よる課題分析を行いながら、政策目標の達成

度を市民の視点から評価するための政策評価

を実施することとしております。

また、これらの行政評価の実施に当たりま

しては、市内部の自己評価に加えまして、評

価の客観性確保と市民参画の観点から、市外

部の有識者や市民公募委員などから成る行政

改革推進委員会及び総合開発審議会等による

外部評価を来年度から実施することとしてお

りますが、具体的な手法などにつきまして

は、今後、各委員会等の御意見も参考としな

がら検討していきたいと考えております。

これらの評価結果につきましては、各

部、各課における施策や事務事業の企画立

案や見直し、行政サービスの改善などに適切

に活用するとともに、来年度、新たに設置す

ることとしております市長、副市長、各部局

長などから成る、仮称ではございますが、行

政経営会議において、総合振興計画の進行管

理、予算編成方針の策定や重要施策、重要事

業などの審議における判断材料として活用す

ることにより、より効率的かつ効果的な行政

経営の推進を図ってまいりたいと考えており

ます。

なお、昨年９月に開催されました市議会第

３回定例会におきまして、当該行政経営シス

テムの策定時期に関する御質問に対しまし

て、昨年末までに策定する旨の御答弁を申し

上げたところでありましたが、結果として、

去る２月になりましたことに対しまして、お

わびを申し上げる次第でございます。

私からは、以上でございます。

企画財政部長。○議長（馬場騎一君）

三沢市総合○企画財政部長（中村純孝君）

振興計画についての御質問の２点目、協働の

まちづくりに係る取り組みにつきまして、お

答え申し上げます。

今年度から当市の新たな行動指針となる三

沢市総合振興計画がスタートし、基本理念を

「人とまち みんなで創る 国際文化都市」

と掲げ、市民が主体となった、にぎわいのあ

る三沢市の実現に向け取り組んでいるところ

であります。

当市の目指す協働のまちづくりは、市民を

はじめ、各種団体、ＮＰＯ、事業者等が行政

と一緒になって、お互いの責任や義務を尊重

しながら、住民主体の取り組みを推進し、そ

れぞれの地域の個性を生かしながら、協働に

よる住みよいまちづくりを実現していきたい

と考えております。

これまでも町内会やＮＰＯ、市民団体な

ど、多くの市民の皆様とともにまちづくりを

進めてまいりましたが、今後、具体的な取り
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組みといたしましては、市民で構成される

(仮称)三沢市まちづくり推進委員会を平成２

１年度に新たに設置し、住民と行政が相互理

解のもとに、それぞれの役割分担を明確に

し、互いに協働し、共通の視点のもとで、住

みよいまちづくりを推進するための基本方針

を策定し、これに沿った施策を推進してまい

りたいと考えております。

私からは、以上です。

５番。○議長（馬場騎一君）

御答弁ありがとうご○５番（鈴木重正君）

ざいます。

私の再質問、１点だけさせていただきま

す。

先ほど市長のほうから、総合的な取り組み

といたしまして、おもてなし大学を設立して

やっていこうという御答弁をいただきました

が、従来から三沢市におきましては、そうい

う学校教育、生涯学習などを通しまして、三

沢を知るだとか、歴史、伝統を学ぶというも

のがあるということは重々承知しておりま

す。それでまず、おもてなし大学も設立し

て、より一層やっていくと。

これはお願いでありますけれども、その中

で、従来からの取り組みをも、何といいま

しょうか、最終的には一つの輪にできるよう

な、そういう取り組みをぜひ目指していただ

きたいなと思っております。

そこで、おもてなし大学の設立なのですけ

れども、これはまだ、具体的なものがあるの

かないのかわかりませんけれども、いつごろ

までに設立というか、開校というのでしょう

か、お考えになっているのか、お伺いいたし

ます。

答弁願います。○議長（馬場騎一君）

政策推進部長。

再質問にお○政策推進部長（澤口正義君）

答え申し上げます。

おもてなし大学の設立をいつするかという

お尋ねでございますが、私ども担当課と協議

してまいりました結果として、来年度、２１

年度に具体的なものにする計画で、ただいま

検討しているところでございます。

以上で、５番鈴木重○議長（馬場騎一君）

正議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

１２番野坂篤司議員の登壇を願います。

おはようございま○１２番（野坂篤司君）

す。ちょっとのどを痛めておりますので、聞

き苦しい点をお許しくださいませ。

市民クラブの野坂篤司が、通告に従いまし

て一般質問をさせてただきます。

現在、１００年に一度と言われる世界的な

不況の波が三沢市にも押し寄せてきており、

２１年度三沢市当初予算にも、市税が５.５

％減額される予算内容になっております。そ

のような現状を踏まえ、はじめに、経済問題

の中で、地元企業の育成について質問させて

いただきます。

三沢市は、だれが見ても間違いなく基地の

まちであります。米軍基地があり、航空自衛

隊の基地があることは、日本国の一番重要な

国防に積極的に貢献していることの事実であ

ると私は思います。その事実は、日本で一番

の平和貢献協力都市であることは、だれが見

ても紛れもない事実だと思います。

しかし、国防と平和に一番貢献している割

には、地元企業の受注が少ないように思いま

す。三沢地域に在住する自衛隊の方々は、家

族を含めて約８,０００人、米軍の方々は、

いろいろ変動はあると思いますが、家族を含

めて約１万２,０００人と聞いており、給料

だけでも、米軍、自衛隊合わせて３００億円

から４００億円を超える金額だと聞いており

ます。その経済波及効果が三沢市を支えてい

ると思います。

しかしながら、このような不況になります

と、公共事業が一番の頼りになるのでありま

す。日本政府が管轄する米軍施設、自衛隊施

設を含めた東北防衛局工事発注実績を見ます

と、平成１７年度全体件数３６件、金額にし

て３２億円に対し、市内業者受注が１０件、

金額にして１０億円であります。その受注実

績であり、１８年度は、全体件数３２件、２
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５億２,０００万円に対し、市内業者は１５

件で１２億１,０００万円の受注でありま

す。１９年度は、全体件数がぐっと減りまし

て、１６件、１５億７,２００万円に対し、

市内業者は６件で７億５００万円となってお

ります。

この数字を件数で見ますと、地元企業の受

注率は３６.９％で、金額にして、３年間で

は４０％を確保していますが、全体の工事自

体が、３年前に比べると半分に、４９.１％

に落ち込んでいることが深刻な影響を与えて

いるのであります。

しかしながら、東北防衛局工事発注が落ち

込む中で、米軍独自の発注建設工事が、聞き

ますところによりますと、１月に入札があ

り、その金額は、５年間で１００億円から１

５０億円の建設工事が決まったと聞いており

ます。このように、三沢基地には、他市町村

にないビジネスチャンスを有する特徴を持っ

ているのであります。

さらに、自衛隊の隊員給食を見ますと、１

日に、朝食、昼食、夕食、それぞれ数が違い

ますが、おおむね３,０００人の給食を提供

していると聞いております。

三沢市の地産地消を考えるときに、単純計

算ですが、１食３００円で計算すると、地元

に年間８０万食、２億４,０００万円の市場

が現実にあるのであります。

そのことから、次の２点に対して質問いた

します。

市では今まで、地元でできる工事や納品物

件について、地元業者が受注できるようにい

ろいろな角度から働きかける努力をしてきた

と思いますが、これまでに、どこにどのよう

な働きかけをしてきたか、伺いたいと思いま

す。

二つ目として、受注は個々の企業の努力で

あると思いますが、このような時代を迎え、

情報を知る努力、情報を集める努力、そし

て、地元企業のよさを知らせる努力、そのよ

さを伝える努力、この両面に特化し、産官

学、産業界、そして行政、学者、この頭脳を

全国的に集め、各分野の専門家を三沢市アド

バイザーとして認定書を贈呈し、チーム三沢

をつくり、三沢市の総合力を結集し、地元企

業を強化しなければならないと思います。

全国には、三沢市出身者をはじめ、有能な

専門家、スペシャリストが、三沢市が大好き

で、三沢市をよくする努力に貢献したいと

思っている人がたくさんいます。その方たち

を公募すれば、極めてすばらしいチーム三沢

ができると私は考えております。

地元企業の競争力強化のための育成・指導

について、市長はどのように考えているか、

伺いたいと思います。

次に、小川原湖民俗博物館の移設継続につ

いて伺います。

１月２６日の新聞に、国指定の重要民俗文

化財を含む上北地方の民具など約１万５,０

００点を所有している古牧温泉青森屋の小川

原湖民俗博物館が、閉館する可能性が出てき

たとの報道がされました。

平成元年に発刊された写真雑誌、小川原湖

民俗博物館と祭魚洞公園の刊行あいさつ文

に、当時の十和田開発株式会社社長・故杉本

行雄社長が、このように刊行文の文章を書い

ております。

『日本銀行総裁や大蔵大臣を務めた渋沢敬

三先生は、昭和２１年１１月、十和田市に出

発する私に、「東北は民具の宝庫であるか

ら、君は、製材業の傍ら、できるだけたくさ

んの民具を集めてくれ。今集めておかない

と、散逸して今後の民俗研究に大きな支障を

来すことになる。分類整理は後で学者に任せ

ればよい」と重大な使命を与えられた』と書

いております。

そして、『昭和３６年８月２６日に開館式

を迎え、館内を一巡された渋沢先生は私に、

「中道さんの集められた民俗資料はみんな本

物なんだよ」と言われた。渋沢先生は、かつ

て四十数年にわたり４万数千点の民俗資料を

集められ、これが後の大阪の国立民俗学博物

館の基礎をなしたと言われております』。こ

のように、その刊行文には書かれておりま
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す。

南部の刺し子や仕事着や食器、調理器具、

農機具など１万５０００点に及ぶ所蔵品は、

世界的に見ても貴重な歴史民俗資料であると

私は思います。

私自身の経験から思い起こせば、上久保小

学校時代、冬が近くなると、当たり前のよう

に全校総出で杉っ葉拾いに、線路を越えた六

助山に行きました。杉っ葉を炭すごに──あ

れは炭すごと言ったのですね──いっぱい集

めて、わら縄で絞めて持ってきた思い出があ

ります。当時はわらだったのです、全部わ

ら。だから、当時はわら焼き公害というのは

なかったのですね。当時、わらを焼いている

と笑われたぐらいだ。そういうことがありま

す。

あるとき、四川目でとれたサケを、うちは

たまたま商売をやっていましたので、かます

いっぱいに詰めて馬そりで売りに来て、その

サケをむしろに並べて、当時、おやじに、数

えろと言われて数えた記憶があります。

今、子供たちに、杉っ葉や炭すごやかま

す、馬そり、むしろと言っても、何のことか

ほとんど理解ができないと思います。

歴史を学ぶことは、日本人にとって一番大

切なことです。歴史とは、自分が今日存在す

ることの経過を知ることになるからです。だ

から、日本人は、木の神、山の神、海の神な

ど、天地自然に対する畏敬の念を抱くのであ

ります。それは、自分自身の命の成り立ちを

学ぶこと、つまり、物の本質を学ぶこと、そ

のことがわかる、それが歴史を学ぶことだと

思うのです。

天地自然のなりわいに感謝し、本当の意味

で、おかげさまの心、ありがとうの心が人々

の心に育つのだと思います。

このような歴史を踏まえた貴重な文化財

を、三沢市として、あらゆる方策を講じても

三沢市にとどめおくことが、緊急かつ重要な

政策だと思います。

三沢市だけでは、経費や人材に難しい面が

あるのであれば、近隣市町村と協調するなど

して、国立小川原湖民俗博物館にするよう

に、県、国に働きかけることも考えられます

が、現在、どのような考え方で、今後の三沢

市の対応を考えているのか、お伺いしたいと

思います。

次に、駅前、春日台、古間木地区の都市計

画について伺います。

平成２２年に東北新幹線が青森駅まで開通

し、三沢駅が青い森鉄道の駅になり、さら

に、平成２３年から２５年完成をめどに工事

を進めております都市計画道路３・４・３中

央町・金矢線及び──この中央町・金矢線、

今、五中の前を通っているあの幹線でありま

す。次に、都市計画道路３・４・４春日台・

十和田線が開通することにより──これは、

みちのく有料道路のおりたところから真っす

ぐ春日台のほうに行く道路であります。これ

が開通することにより、駅前、春日台、古間

木地域が大きく変化することが目に見えてお

ります。

ことし、今年度といいましょうか、５０周

年を迎える、経済人の集まりであります三沢

ロータリークラブの創立当時のメンバー、そ

の創立当時の会員が２３名でありました。そ

の当時の２３名のロータリークラブのメン

バーの中に、駅前地区周辺、いわゆる古間木

地区でありますが、その人たちが、１７名が

創立をしたメンバーであります。つまり、７

割を占めていたわけです。そのことは、三沢

市経済の中心は駅前地区に集中していたこと

を改めて感じさせます。

しかし、５０年たった今、そして、今後を

考えたとき、余りにも大きな変化に、この地

区がついていけなくなるのではないかという

心配があるのであります。今こそ、三沢市の

都市計画を真剣に考えなければならないとき

が来ています。

そこで、この変化にどのように対応するの

か、２点に分けて伺います。

はじめに、駅前商店街についてでありま

す。

都市計画道路開通により、３０メートル道
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路から来た車は、春日台から十和田市に抜

け、十和田市から来た車は、春日台から３０

メートル道路に抜けていくことがはっきりし

ています。つまり、駅前商店街を通る車が少

なくなると予想されるのであります。駅前商

店街を活性化するには、三沢駅の活用にか

かっています。

前段で申し上げたことを前提とするなら

ば、駅前に国立小川原湖民俗博物館を誘致

し、あわせて近隣の、駅前商店街の商圏であ

ります金矢、岡沼、通目木、春日台、古間木

等の農家から、地産地消を目的とした産直市

場などを併設した施設を考えるべきと思いま

す。

なぜならば、いわゆる小川原湖民俗博物館

の農機具、すき、くわ、かまとか、そういう

ものはほとんどこの地区から寄附されたもの

が多いのであります。

そういう部分からすると、駅前地区に国立

民俗博物館、そして、産直市場が出ることに

より、大きな集客が見込めるのではないかと

いうことを感じているわけであります。駅前

商店街の今後のあり方をどのように考えてい

るか、伺います。

最後でありますが、二つ目として、都市計

画道路が開通することにより、古間木、春日

台地区の住民の方々は大変便利になります

が、この地区には、三沢商業高校があるだけ

で、ほかに人が集まるような公共的な集客施

設がないのであります。今さらながら、寺山

修司記念館や三沢市歴史民俗資料館がこの地

区にあれば、三沢駅から徒歩でも来館できる

地域だけに、大変惜しい気がいたします。

三沢市の施設は、体育館にしても武道館に

しても図書館にしても、同一地域に集まり過

ぎている、そんな感じがしておりますが、三

沢駅から徒歩でも集まれる便利な地域を考え

るとき、例えて言えば、小学校専用球場が４

面できるような、フェンスのあるような、そ

ういう野球場や、犬の運動場や、診療所など

を考えてみるのも、都市計画としてよいと思

います。

今後、１０年先、２０年先を考え、地域住

民の意見を聞き、住環境をよくする公共施設

を考えることが都市計画に必要であると考え

ますが、市の考え方を伺います。

以上で、私の質問を終わります。ありがと

うございました。

ただいまの１２番野○議長（馬場騎一君）

坂篤司議員の質問に対する執行部の答弁を求

めます。

市長。

ただいまの野坂議員○市長（種市一正君）

さん御質問のうち、経済問題の地元企業の育

成については私から、その他については関係

部長等から答弁させますので、御了承願いた

いと思います。

まず、地元業者受注についての働きかけに

ついてでありますが、基地内には米軍や、御

案内のように自衛隊の施設が数多くありまし

て、地元でできる工事や納品物件について、

できるだけ地元業者が受注できるように、ど

こに、どのように働きかけをしてきたかにつ

いてお答えをいたします。

議員さんも御承知かと思いますが、三沢市

と三沢市議会で行っている三沢基地周辺対策

に関する要望におきまして、三沢基地関連施

設工事及び物資調達等は、地元業者へ優先発

注をするように特段の配慮を求める趣旨の要

望を、国に対しまして平成５年度から毎年

度、重ねてお願いをやってきたところであり

ます。

今年度におきましては、昨年７月８日に、

東北防衛局へ、翌９日には、防衛省及び県選

出国会議員へも同様の趣旨の要望を行い、さ

らには、１１月４日及び５日には、重点項目

として要望活動を行ってきたところでありま

す。

また、昨年１０月２０日には、私と馬場議

長さんとで、地域振興の支援に対する要望を

直接、防衛省東北防衛局長に対しまして行っ

てきたところであります。その結果といいま

すか、今月６日には、東北防衛局より、私と

馬場議長さんに対しまして、入札参加資格や
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入札の情報の周知など、地元に精通した企業

の活用を促進し、その地元発注機会の確保に

つながる方策につきまして、平成２１年度か

ら実施に向けて検討しているとの回答をいた

だきました。

今後とも地元業者の受注拡大に向けまし

て、さまざまな機会をとらえ、国、関係機関

に対しまして要望してまいる所存であります

ので、御理解を賜りたいと思います。

経済部長。○議長（馬場騎一君）

経済問題の第２○経済部長（桑嶋豊士君）

点目、地元企業の競争力強化のための育成・

指導についてお答えをいたします。

三沢基地内の物品等の需要等につきまして

は、三沢基地の自衛隊は約３,０００名を超

える隊員を擁していることから、肉や野菜な

ど、食料品一つをとってみましても、大量か

つ安定的に購入しているものと推察をされま

す。このような、いわば農水産物などの大口

の顧客が三沢市内にあるということは、大き

な経済効果をもたらす可能性を持っているも

のと考えております。

これら三沢基地の自衛隊における物品の調

達や施設設備の改修などにつきましては、一

定の参加資格を有する事業者を対象としまし

て一般競争入札を実施しており、その内容

は、三沢市商工会館の掲示板にも随時公告を

されていると伺っております。

さて、市では、地元業者への発注につきま

しては、先ほど市長答弁がございましたが、

市議会とともに、毎年、国に対して働きかけ

を行っているほか、育成・指導につきまして

は、三沢市の商工会が主体となって実施して

おります、地元商工業者に対する個別指導や

講習会、研修会など経営改善普及活動強化対

策事業及び商工振興対策事業などで、市が補

助をするなど、地元企業のさらなる発展に向

けた支援に取り組んでいるところでありま

す。

今後においても、自衛隊等が行う調達に市

内企業が参入するための要件などの情報を収

集するとともに、三沢市商工会などの関係機

関と相談をしながら、競争力強化の課題等に

取り組むよう検討してまいりたいと考えてお

ります。

以上であります。

政策推進部長。○議長（馬場騎一君）

都市計画問○政策推進部長（澤口正義君）

題についてお答えいたします。

御質問の第１点目であります三沢駅前にお

ける小川原湖民俗博物館と産直市場を併設し

た施設の整備についてでございますが、小川

原湖民俗博物館につきましては、現在のとこ

ろ具体的な保存、展示場所などについては、

当市からお答えできる状況に至っていないと

ころであります。

また、産直市場の建設につきましても、今

後、施設の研究が必要であることから、現段

階におきましては、具体的な方針を示す状況

にないところであります。

市といたしましては、駅前周辺の活性化の

ために、三沢駅東口多目的広場などの整備を

進めているところでありますが、あわせて、

今後、三沢駅周辺の活性化を図るためには、

ただいま議員さんのお話にもございましたよ

うに、鉄道の利用促進を進めることが不可欠

であると考えているところであります。

このことから、来年度から県に設置され

る、仮称でございますが、青い森鉄道利用推

進体制検討会において、沿線市町及び青い森

鉄道株式会社などと連携して、鉄道利用の具

体的な方策を検討することとしております。

地域の皆様方とともに、今後とも三沢駅周辺

の活性化に取り組んでまいりたいと考えてお

ります。

次に、都市計画問題の第２点目であります

古間木、春日台地区における公共施設の整備

につきましては、今後、当該地区を含めまし

て、市全体のまちづくりの中で、総合的に勘

案しながら進めてまいりたいと考えておりま

す。

私からは、以上でございます。

教育長。○議長（馬場騎一君）

議員さん御質問の○教育長（横岡勝栄君）
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小川原湖民俗博物館問題についてお答えいた

します。

小川原湖民俗博物館につきましては、株式

会社三沢奥入瀬観光が所有、管理しており、

現在は休館中となっております。

博物館の再開につきましては、建物の老朽

化による修繕費や維持管理費、人件費等の捻

出が困難であり、平成２１年３月３１日で閉

館する旨、現在、手続を進めているとのこと

であります。

博物館には、国指定重要有形民俗文化財６

４点、青森県指定有形民俗文化財１点、三沢

市指定有形民俗文化財４,７５４点を含む、

およそ１万５,０００点が所蔵されておりま

す。

これらの貴重な有形民俗文化財を三沢市に

とどめておくための方策についてのお尋ねで

ありますが、当市といたしましては、文化財

の保護・保存と活用という観点から、できる

だけ協力をしていきたいと考えているところ

であります。

このためには、現状での管理、保管状況に

不安のある文化財について、適切な指導をし

てまいりたいと考えております。

また、博物館の所蔵物につきましては、い

ずれも貴重な文化財や民俗資料であると認識

しておりますが、その所蔵されている量が極

めて膨大であり、これを保護・保存する場所

の確保ができないことから、現状では、すべ

て当市で引き受けることは難しいものと考え

ております。

いずれにいたしましても、今後、株式会社

三沢奥入瀬観光、青森県、当市の３者で協議

し、管理方法等について検討していくことと

なりますが、当市といたしましては、文化財

の保護・保存を第一に考え、活用方法を踏ま

えながら慎重に対応してまいりたいと考えて

おります。

以上でございます。

１２番。○議長（馬場騎一君）

再質問させていた○１２番（野坂篤司君）

だきます。

この都市計画問題に関しては、市議会議員

として、１０年、２０年後の未来を語るとい

うのが私の基本的な考え方で、ちょっと早

かったかなと思うのですが、将来、そういう

話をした人がいたなと、こう思っていただけ

れば大変ありがたいわけでありますが。

そこで、この博物館も大変大事なことであ

ります。今、急に小川原湖民俗博物館がどう

こうということではないのですが、でも、将

来必ず必要になってくると。

先ほど教育長さんから答弁されたというこ

とは、ややもすると、博物館というのは文部

科学省の管轄なのだと思いますが、私は、こ

の小川原湖民俗博物館を見ますと、すきとか

くわとか、いろいろな農業関係のほうがかな

りの点数があります。むしろこれは、文部科

学省よりも農林水産省のほうの関係があるの

ではないのかと。

種市市長は、農業関係のトップをやられた

方であります。どうか小川原湖民俗博物館を

農林水産省にかけ合って、そういうことから

予算を引き出すような考え方が一番よろしい

のではないかと、その辺の考え方をぜひお伺

いしたいと思います。よろしくお願いしま

す。

答弁願います。○議長（馬場騎一君）

政策推進部長。

都市計画問○政策推進部長（澤口正義君）

題の再質問にお答え申し上げます。

駅前商店街の活性化対策につきましては、

議員さんにおかれましても、御承知のよう

に、長年にわたる、古くて新しい大変な大き

な課題だというふうに受けとめているところ

でございますが、私ども市といたしまして

も、これまで駅の橋上化や、それから西口の

駐車場整備、そしてまた、前段で御答弁申し

上げましたように、ただいま東口の整備等を

盛んに行っているわけでございますが、しか

しながら、現実は、なかなか思うような成果

につながっていないのも事実でございます。

そうした中で、ただいま産直市場と博物館

を併設した施設というお話をいただいたわけ
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ですが、これは非常にインパクトのある話だ

なというふうに私は受けとめております。

そこで、お尋ねの趣旨は、農水省での博物

館なり産直市場ということだろうと思います

が、私自身、農水省所管の事業で、一般的に

言う産直市場については補助制度があります

けれども、ただ、博物館ということにつきま

しては、今後、関係法令なども含めまして、

早急に調査をしながら、議員さんに対しまし

ても、その結果、内容を御報告申し上げたい

と思いますので、御理解のほどをよろしくお

願い申し上げます。

市長、いいですか。○議長（馬場騎一君）

市長、ぜひとも。

大変貴重なアドバイ○市長（種市一正君）

ス、ありがとうございました。

今後の考えというようなことで、教育長の

ほうから話をされたわけでありますが、内容

については、先ほど申し上げたように、県の

指定のもの、あるいは国のものがあるわけで

ありますので、それを勝手に云々というよう

なことはもちろんできないわけであります。

そういうようなことも含めながら、どういう

形がいいのか、おっしゃるようなことで、い

ろいろ研究してみたいと思います。

以上であります。

以上で、１２番野坂○議長（馬場騎一君）

篤司議員の質問を終わります。

この際、午後１時まで休憩します。

午前１１時４０分 休憩

────────────────

午後 １時００分 再開

休憩前に引き続き、○議長（馬場騎一君）

会議を開きます。

ここで、議長を交代します。

議長を交代しまし○副議長（山本弥一君）

た。

それでは、一般質問を次に移ります。

１１番春日洋子議員の登壇を願います。

１１番、公明党の○１１番（春日洋子君）

春日洋子でございます。通告の順に従い質問

してまいります。

はじめに、脳脊髄液減少症の支援策につい

てお伺いします。

私が脳脊髄液減少症について知るきっかけ

となったのは、本年１月に青森市で開催され

た脳脊髄液減少症患者家族支援フォーラムに

参加したことでした。

脳脊髄液減少症とは、交通事故をはじめ、

転倒やスポーツ外傷、体に強い衝撃を受けた

ことなどが原因で、脳脊髄液が漏れて、脳の

機能が低下するため、多彩な症状が出る疾患

であると言われており、主な症状として、頭

痛、目の奥の痛み、回転性のめまい、ふらつ

き、しびれ、吐き気、極端な倦怠感、集中

力・思考力の低下、うつ症状などのさまざま

な痛みが出ることが大きな特徴となっていま

す。

当日のフォーラムでは、基調講演のほか、

患者の代表２名の方より報告がありました。

鶴田町在住の男性は、交通事故が原因で発

症し、けがが治った後も頭痛やめまいが改善

されず、長期間職場復帰できない状態が続い

たことから職を失ってしまいました。自身が

脳脊髄液減少症であることがわかるまで数年

間を費やし、周囲からの無理解な言葉に傷つ

き、収入も途絶え、つらい毎日を悩み、苦し

んできた年月を切々と訴えておりました。彼

は、現在も体調不良のため失業中であると言

います。

脳脊髄液減少症の診断及び治療方法は、い

まだ研究段階であるとのことですが、大切な

のは、この病気をより多くの人に理解してい

ただくことと実感しております。

特に、子供たちにとっての発症の原因は、

ほとんどが学校生活の中で起きると言われて

います。例えば学校の廊下での転倒、しりも

ちをつくなどの転倒事故、鉄棒から落下、組

み体操中の落下などの事故、また、野球の

バッドやボールが頭に当たった、サッカー、

バスケットの練習中、生徒同士が激突などの

事故が挙げられています。

平成１９年５月３１日、文部科学省より、

学校におけるスポーツ外傷等の後遺症の適切
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な対応についてと題して、都道府県教育委員

会等の関係機関への事務連絡があり、近年、

スポーツ外傷等の後に、脳脊髄液減少症と呼

ばれる疾患が起こり得るのではないかとの報

告がなされていることから、事故が発生した

後、児童・生徒等に頭痛やめまい等の症状が

見られる場合は、安静に保ちつつ医療機関で

受診させたり、保護者に連絡して医療機関な

どの受診を促すなどの適切な対応をお願いし

ているとのことでした。

しかし、大人を含め、子供たちの多くが、

適切な治療を受けるまで時間を要している原

因として、自律神経失調症や偏頭痛、心身症

等と診断され、投薬治療を受けていること

や、学校では、不登校と判断されがちで、症

状を訴えても、脳脊髄液減少症という疾患に

結びつかない等として考えられています。

外見からは症状のつらさがわかりにくく、

当事者も我慢をしてしまうことがあることか

ら、家族や周囲の温かい言葉や理解がどれほ

ど大事であることかと思いますことから、本

市におきまして、市民及び関係機関へ脳脊髄

液減少症について広く周知していただくなど

の取り組みをお伺いします。

次に、不登校、ひきこもりへの対応につい

てお伺いします。

不登校とは、年間３０日以上の長期欠席者

のうち、何らかの心理的、情緒的、身体的あ

るいは社会的要因・背景により、登校しな

い、また、したくてもできない状況にある状

態と言われ、ひきこもりとは、社会参加をし

ない状態が６カ月以上持続しており、精神障

害がその第１原因とは考えにくいものとさ

れ、全国には５０万人から１００万人、本県

では３,０００人から６,０００人いると推定

されています。

全国の不登校児童・生徒は、依然として、

全体的に増加傾向にあり、本県の現状も同様

であると聞いております。

不登校になった子供の多くは、責任を感

じ、学校に行けない自分は悪い子、いけない

子と自分を責め、よい子の自分に対する自責

の気持ちや、自分の心の弱さを他人に知られ

たくないと思い、親や教師にすぐ相談でき

ず、親もまた、自分の子育てが悪かったのか

と悩み、自信を喪失していくと言われます。

これまで私のもとにも、不登校の我が子に

対して、親として何をしてあげたらいいかわ

からない、どこに相談に行けばいいのか、こ

のままで高校へ進学できるか心配などの切実

な声が寄せられており、その心情を思うと心

が痛みます。

親や当事者が不登校やひきこもりから抜け

出せず悩んでいる実情を踏まえ、親身になっ

ての支援を考えていくことが重要と考え、本

市の不登校、ひきこもりの実態をどのように

把握しているか、また、その対応策について

お伺いします。

続いて、子宮頸がん検診の受診率向上につ

いてお伺いします。

現在、生きている私たちが全くがんにかか

らないようにすることは無理だとしても、あ

る程度は、これを防ぐことができると言われ

ています。

そこで、日常の生活の中で、できるだけが

んの原因を追放していこうということから生

まれたのが、次に紹介します、がんを防ぐた

めの１２カ条です。

「バランスのとれた栄養をとる」「毎日、

変化のある食生活を」「食べすぎをさけ、脂

肪はひかえめに」「お酒はほどほどに」「た

ばこは吸わないように」「食べものから適量

のビタミンと繊維質のものを多くとる」「塩

辛いものは少なめに、あまり熱いものはさま

してから」「焦げた部分はさける」「かびの

生えたものに注意」「日光に当たりすぎな

い」「適度にスポーツをする」「体を清潔

に」、以上のようですが、一見どれも平凡に

思えるかもしれません。

しかし、統計や実験データをもとにつくら

れており、しっかりとした科学的根拠に基づ

いています。この１２カ条を積極的に実行す

れば、がんの約６０％が防げるだろうと専門

家は考えています。
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さて、昨年より、女性の健康を生涯にわ

たって総合的に支援することを目的として、

３月１日から８日までを女性の健康週間と位

置づけられました。女性特有の課題には、思

春期、成熟期、更年期と、年齢に応じ心や体

に変化が起こります。

最近、２０歳から３０歳代の若い女性に急

増しているのは子宮頸がんです。子宮頸がん

の主な原因は、ヒトパピローマウイルスとい

うウイルスであり、本人の自覚症状がないた

め発見がおくれ、国内では、年間７,０００

人が子宮頸がんを発症し、２,４００人を超

す大切な命が失われております。

もちろん、若い女性だけでなく、幅広い年

齢層の女性にかかる可能性があります。

子宮頸がんには、予防ワクチンが開発さ

れ、既に世界１００カ国以上で予防接種が受

けられていますが、日本ではまだ承認されて

いないことから、早期導入が望まれていま

す。

いずれにしても、８ないし９割の女性が検

診を受けている欧米と比べ、検診率が２４％

ととても低い日本においては、まずは検診が

最も大切であることは言うまでもありませ

ん。私は大丈夫と思っている人が多いあらわ

れと思いますが、私の体を守るのは私自身と

決め、積極的に検診を受けるよう普及・啓発

を図っていただきたく、その取り組みをお伺

いします。

次に、地上デジタル放送への円滑な移行推

進についてお伺いします。

地デジ地デジと盛んに言われている昨今で

すが、２０１１年７月の地上デジタル放送へ

の完全移行を控え、総務省が２月１７日に発

表したデジタルテレビ放送に関する移行状況

緊急調査によると、地デジ受信機の世帯普及

率は、ことし１月時点で４９.１％、約半数

の世帯で地デジが導入されていることがわか

りました。

地デジは、従来のアナログ方式と比べて、

高品質な映像や音声を楽しめるほか、言葉を

文字テロップで表示する字幕放送、ニュー

ス、天気予報などの各種情報をいつでも得る

ことができるなどのメリットがある一方で、

地デジ視聴のためには対応テレビの購入、ま

たは、チューナーのほか、ＵＨＦアンテナが

必要となり、費用負担が生じます。

地デジチューナー内蔵の薄型テレビも、販

売当初からすると大分価格が下がってきたと

はいえ、やはり今あるアナログテレビでデジ

タル放送を見たいという人も多いことでしょ

う。世界的に不景気のあらしが吹き荒れる

中、今後、このデジタルチューナーの需要は

大きいと思われます。

政府は、受信に必要な受信機の無償支給対

象を、生活保護世帯に加え、市町村民税が非

課税の障害者と特養老人ホームなど社会福祉

事業施設の入所者に、受信に必要なチュー

ナーの配付のほか、共同受信施設の改修助成

などを行うことを決めておりますが、本市に

おいてもデジタル化されることで、市民の皆

さんが生活必需品となったテレビが視聴でき

なくなることがないよう、高齢者世帯などへ

のきめ細かな広報宣伝活動と支援策を考えて

いただきたく、お伺いします。

最後に、ごみ減量化の取り組みについてお

伺いします。

去る２月、新聞の１面にある「おいしいふ

くい食べきり運動展開中」の文字が目に飛び

込んできました。これは、福井県がごみの減

量化に向けた対策の一つとして、家庭だけで

なく、飲食店やホテルなどでも、食材を残さ

ないようにするために３年前から取り組んで

いる運動を紹介する記事でした。

特に興味深かったことは、食べ切り運動に

だれでも協力しやすいよう、家庭において、

外食時において、さらに宴会時において取り

組んでほしいことをわかりやすい表現でポス

ターに明記し、徹底していることと、県民か

らごみを出さないアイデア料理を公募し、す

ぐれた調理法のアイデアとして選定したもの

のレシピを紹介したり、ごみを活用するアイ

デア、リサイクルの作品のつくり方を載せ、

写真入りで紹介するなど、多岐にわたってい
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る点でした。

こうした県民挙げての取り組みの影響もあ

り、同県のごみ排出量に減少傾向が見られて

いるとのことであり、さらに、心を込めてつ

くったものをきちんと食べるという食育の観

点からも、今後の運動の広がりに期待が高

まっているそうです。

今、世界に目を向けてみますと、食べ物が

なく、空腹を水で満たす人々がテレビに映し

出されています。

日本には、古来より、もったいないという

美徳な言葉があります。もったいないとは、

人や物を大切にする心、優しい心、謙虚な

心、感謝の心をあらわす言葉として、改めて

見直されているところですが、さらに、私た

ち一人一人が意識を高めて、もったいないの

心を大切に、ごみを減らすことやリサイクル

を進める取り組みをなお一層実践していきた

いと思うものです。

本市においても、これまで創意工夫をされ

ていることと思いますが、このような運動を

参考にするなどの取り組みを提案したく、お

伺いします。

以上で、私の質問を終わります。御答弁を

よろしくお願いいたします。

ただいまの１１番○副議長（山本弥一君）

春日洋子議員の質問に対する執行部の答弁を

求めます。

市長。

ただいまの春日議員○市長（種市一正君）

さんの御質問のうち、医療問題にいては私か

ら、その他につきましては副市長ほか関係部

長等から答弁させますので、よろしくお願い

します。

御質問の脳脊髄液減少症は、交通事故や、

今、話がございましたように、スポーツでの

事故により、大きな衝撃を受けたことなどに

よりまして、脳を包む脳脊髄液が体内で漏れ

出し、減少することによって、起立性頭痛な

どの頭痛、頸部痛、めまい、あるいは倦怠、

不眠、記憶障害など、さまざまな症状を呈す

る疾患であります。

議員さんも御承知のとおり、この疾患につ

きましては、現在、医学的な解明が進められ

ておる段階でありまして、いまだに定まった

知見や治療法などが確立されていないという

ようなことで、科学的な研究が今行われてい

ることろであると伺っております。

また、議員さんの御指摘のように、全国で

の脊髄液減少症に起因して、通常の学校生活

を送ることに支障が生じた児童、また、軽微

な外傷の後に多彩な症状が出現し、就労に支

障が出た方もあると聞き及んでおります。

これらのこともあって、昨年１０月には、

脳脊髄液減少症支援の会青森県代表とＮＰＯ

法人脳脊髄液減少症患者家族支援協会代表理

事が、県庁で副知事、教育長に対しまして、

患者及び家族への支援要望書を提出したと報

道されました。

県では、これを受けまして、県教育庁にお

いて、脳脊髄液減少症についての講義を含め

た子供の健康に関する研修会を開催したとの

ことでありますが、不登校等がこの疾患に起

因することもあるとの観点から、このような

疾患があることなどを周知したものと、この

ように理解をいたしております。

また、青森県臨床整形外科医会の見解で

は、診断及び治療方法はいまだ研究段階にあ

るとのことでありまして、市といたしまして

も、脳脊髄液減少症の知識をどのような形で

周知できるかを、上十三保健所からの情報

や、あるいは御意見をもとに、今後検討して

まいりたい、このように考えております。

以上であります。

副市長。○副議長（山本弥一君）

まず最初に、健康○副市長（大塚和則君）

問題の御質問にお答えをいたします。

御質問の子宮頸がん検診につきましては、

健康増進法第１９条２に基づき、健康増進事

業として位置づけられているがん検診の中の

一つであります。当市におきましても、毎年

実施してきているところでございます。

内容といたしましては、市内に住所を有す

る２０歳以上の女性で、実施年度に偶数年齢
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に達する方を対象に、保健相談センターを会

場とした集団検診、または、三沢地区医師会

への委託による市内医療機関での個別検診を

受けていただいております。

集団検診では、青森総合検診センターに委

託し、子宮頸がん検診のほか、卵巣がん検診

やマンモグラフィーを取り入れた乳がん検診

等もあわせて実施をいたしております。

このような内容での当市における子宮がん

検診の受診状況は、平成１９年度で１,１６

０人、今年度は、２月末現在でございます

が、１,２０６人の方が受診をされておりま

す。

また、若年層への普及・啓発につきまして

は、市内中学生を対象に、思春期ふれあいセ

ミナーを開催し、子宮頸がんの啓蒙に努めて

いるところでございます。

平成２１年度――来年度でございますが、

さらに、土曜日、日曜日にも検診日を設け、

より受診しやすい環境をつくれるよう、現

在、調整中でございます。

また、平成２１年度から拡大予定でありま

す公費負担による妊婦健康診断の検査項目の

中にも子宮頸がん検診が盛り込まれる予定で

あることから、子宮頸がん検診受診の機会

は、今後さらに多くなるものと考えておりま

す。

今後は、市といたしまして、市広報紙や市

ホームページ、ケーブルテレビジョン等によ

る広報のほか、チラシの作成、配布を含め、

三沢市保健協力員会の御協力をいただきなが

ら、検診受診の普及・啓発を図ってまいりた

いと考えております。

次に、民生問題の第１点目、地上デジタル

放送への円滑な移行推進についてお答えを申

し上げます。

国では、御案内のとおり、２０１１年７月

までに地上デジタル放送へ完全移行すること

を決定しておりますが、それまでには、各家

庭において地上デジタル放送を受信するため

には、地上デジタル対応のテレビを購入する

か、デジタルチューナーの購入が必要になる

わけでございます。

現在のところ、国では、先ほど議員のほう

からも御紹介がございましたが、生活保護世

帯などに対して、経済的負担の軽減をするた

めに、無償給付等を決めております。

また、高齢者、障害者に対しては、受信相

談や訪問説明を行うこととしておりますが、

経済的な負担に対する支援策を講ずるという

ことは、今のところは考えていないようでご

ざいます。

議員のほうから、高齢者世帯などに対する

市の支援策ということでございますが、市独

自の支援策を講ずることとなると、多大な経

費を伴うこと。支援策は、地上波からデジタ

ル放送への変更を行った者が本来行うべきも

のであること。もし仮に、市独自の支援策を

検討する必要が生じた場合には、対象者は、

例えば高齢者世帯のみでよいのかなど、さま

ざまな問題点が考えられるところでございま

す。

このようなことから、市といたしまして

は、御質問の件につきましては、今後の国の

動向等に注視しながら、さまざまな観点から

情報収集などを図ってまいりたいと、このよ

うに考えております。

以上でございます。

民生部長。○副議長（山本弥一君）

民生問題の２点○民生部長（宮崎倫子君）

目、ごみ減量化の取り組みについてお答えい

たします。

青森県では、全国平均よりもごみの排出量

が多く、リサイクル率が低いという状況が続

いていることから、ごみの大幅な減量とリサ

イクル率の向上を図ることを目的として、県

商工会議所連合会をはじめとする経済産業団

体などと、市長会及び町村会を構成団体とし

て、平成２０年１０月から、もったいない・

あおもり県民運動をスタートさせ、平成２３

年度までの目標値を掲げ、県民総参加の運動

を展開し、環境先進県への脱却を目指してい

るところであります。

もったいない・あおもり県民運動の具体的
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な取り組みとしては、本年２月から始まりま

したスーパーなどでのレジ袋無料配布中止

や、もったいない・あおもりエコライフ宣言

があります。

エコライフ宣言は、本年１月から県民、事

業者がリデュース・発生抑制、リユース・再

使用、リサイクル・再生利用の項目の中か

ら、排出者としての取り組み事項を選び、登

録し実践していく中で、ごみ減量、リサイク

ルについての意識を高めていく事業でありま

す。

食べ切り運動の取り組みを当市でも実施し

てみてはとの御提案につきましては、現在、

県内全域で展開しておりますエコライフ宣言

の項目の中にも、食料品は計画的に買い、材

料を無駄なく使い、つくり過ぎず、残さず食

べるなど、同様の取り組みが掲げられてお

り、当市としても市民に対し、積極的にエコ

ライフ宣言を登録し実践するよう、マックテ

レビや市のホームページなどでも呼びかけ、

市民一人一人のごみに対する意識改革に努め

ているところであります。

このようなことから、当市としては、もっ

たいない・あおもり県民運動を、青森県と歩

調を合わせ推進し、ごみの減量化に取り組ん

でまいりたいと考えております。

以上でございます。

教育長。○副議長（山本弥一君）

次に、教育問題、○教育長（横岡勝栄君）

不登校、ひきこもりの現状と対応策について

お答えいたします。

不登校につきましては、私ども教育関係者

も非常に憂慮しているところであります。

まず、当市における現状でありますが、１

月末現在までに３０日以上欠席している児

童・生徒数は、小学生４名、中学生２８名、

うち１００日を超えている人数は１５名と

なっております。

次に、現在の取り組みについてお答えいた

します。

学校では、不登校を予防する対策として、

いじめや不安、悩み解消のために、定期的な

アンケートや教育相談を実施しており、早期

発見・早期対応を心がけております。

また、市内全中学校には、心の教室相談員

を配置し、登校はできるものの教室へ入れな

い生徒に対して、相談や学習支援を行いなが

ら、教室復帰を目指した活動をしておりま

す。

欠席しがちな児童・生徒に対しては、学

校、教育委員会、教育相談センター、心の教

育相談員、スクールカウンセラーなどとが連

携を図りながら、電話相談、家庭訪問、教育

相談等を通し、本人及び保護者に対しての精

神的な支援に努めております。

議員さん御承知のとおり、当市では、国際

交流教育センター内に教育相談センターを開

設し、教育相談事業と適応指導教室事業を

行っております。

適応指導教室には、今年度、中学生８名の

入室者がありましたが、調理実習や発掘体

験、祭りへの参加などの集団適応活動や学習

活動への支援を通して、２月末現在、中学校

３年生６名が学校に復帰しております。

さまざまな活動や出会いを通して、子供た

ちの自尊心を高め、豊かな人間関係や信頼

感、将来への展望をつくり上げようとする点

においては、フリースクール的な役割も担っ

ていると言えます。

今後においても、教育委員会では、教育相

談センターが関係機関と連携し、不登校に悩

む児童・生徒及び保護者の方々にとって自然

な形で活用でき、心身の回復を図れる心の支

えのセンターとなれるよう、取り組みの充実

を図ってまいりたいと考えております。

以上でございます。

１１番。○副議長（山本弥一君）

２点再質問させて○１１番（春日洋子君）

いただきます。

市長より、脳脊髄液減少症についての御答

弁をいただきましたけれども、今後の取り組

みなのですけれども、この減少症と思われる

方の診察を行っている医療機関はどこなの

か、また、ブラッドパッチ療法といいまし
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て、自分の血液を注入し、髄液の漏れを防ぐ

治療法があるということですけれども、こう

いう治療法をしている医療機関がどこなの

か、こういう情報提供を、わかった時点で市

のホームページなどに公表するとか、そうい

う支援をしていただけないか、お伺いしたい

と思います。

また、不登校、ひきこもりについて、教育

長より答弁をいただきましたけれども、私が

思いますには、これまでさまざまな、教育委

員会が主体となった取り組みをされているの

には、大変ありがたく思っていますけれど

も、全体的には、行政は、どちらかといいま

すと、受け身というような対応にとどまって

きたのではないかというふうに思うわけなの

です。

これを当事者や家族を積極的に支援するた

めの相談窓口の設置、また、居場所の、フ

リーに過ごせる、教育相談室が国際交流セン

ターにあるのは存じ上げておりますけれど

も、自由に子供たちが、この不登校、ひきこ

もりの子供たちにかかわらずですけれども、

放課後を自由に過ごせる、そういう居場所づ

くり等の、また設置も、今後の取り組みの一

つとして計画を、また考えていっていただけ

ればありがたいというふうに思っているとこ

ろです。

先日、２月に岩手県の奥州市に個人研修で

伺ってまいりましたけれども、寺子屋事業か

ら始まって、長い年月、さまざまな発展をし

ておりまして、健康な子供たちももちろん自

由に、３時半ごろから通ってくるわけですけ

れども、この中にも不登校、ひきこもりの子

供たちも参加を、そこで過ごしているそうな

のです。

といいますのは、１人で行っても何ら孤独

感を味わわない。それは、旧消防署の跡地を

利用して、大人と子供たちがさまざまに改修

工事をしまして、つくり上げた、本当に予算

が少ない中でペンキを塗り、また、不用に

なったこたつやテーブル等をいただきなが

ら、一つの施設として活用しておりました。

ここで、不登校、ひきこもりの子たちも、

１人でふらっとやってきて、パソコンに向

かったり本を見たりして、子供たちが遊んで

いる風景を眺めながら、家から出るきっかけ

になっているということなのです。

また、今後の取り組みの一つとして、こう

いう奥州市、また、先日の新聞の中でも、愛

知県の東海市で、ひきこもりの人を積極的に

支援する相談窓口、場所を常設したと。これ

は、全国の中でも先駆的な取り組みだと思い

ますけれども、こういうこともまた、全国の

中では実際に行っている例も踏まえて、本市

としても、また一歩拡大した支援の方法がな

いかということをお聞きしたいと思います。

以上です。

答弁願います。○副議長（山本弥一君）

病院事務局長。

医療問○三沢病院事務局長（大澤裕彦君）

題の再質問にお答えさせていただきます。

ブラッドパッチ療法という治療方法は、現

在のところ保険適用外の自由診療となってご

ざいまして、また、青森県臨床整形外科医会

の見解では、この療法の治療成績は必ずしも

安定していないとされております。

高額ですので、そういう治療方法をしてい

るところの医療機関と患者さんの方でよく御

相談なさって治療することになりますが、青

森県内でも、きちんとそういう治療方法をや

るという医療機関のところは、うわさでは、

八戸日赤病院の脳神経外科の先生が今、研究

なされているということを伺っておりまし

て、県内では、そういう治療をしているとい

う情報はまだ入ってございません。

いずれにいたしましても、厚生労働省のほ

うから医学的知見等が示された後に、保健所

等と協力いたしまして、そういう周知徹底と

かというものを図ってまいりたいと考えてお

ります。

以上でございます。

教育長。○副議長（山本弥一君）

ただいまの再質問○教育長（横岡勝栄君）

にお答えさせていただきます。大変大事な御
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質問だったと思います。

今、答弁させていただいたのですが、適応

あるいは相談、そのセンターをもっと一層充

実してまいりますという答弁をさせていただ

きましたが、今、議員さん御指摘の愛知県の

東海市、私もこの記事を見て勉強させても

らっておりました。

東海市は、御存じのように、１０万人近く

の人口を抱えて、ここでは６００人から１,

０００人のひきこもりがいると。これは、子

供ばかりではありません。大人も含めて６０

０人から１,０００人のひきこもりがいると

いうことで、この４月から常設の、今、議員

さんお話しされた相談窓口、居場所を設置す

るということになりました。

この記事を見て、大変大事だなということ

で、ついでにお話しさせていただくと、この

施設は、１日８時間、週５日以上開所して、

運営は、社会福祉協議会が中心となって運営

されているという記事でありました。

今、御指摘のとおり、愛知県東海市は、そ

れはそれとして、三沢市でも今後しっかりし

た、自由に相談、あるいは過ごせる、そうい

う窓口ということで、今後、しっかりと研

究、勉強していきたいというふうに思ってお

ります。御理解ください。

以上で、１１番春○副議長（山本弥一君）

日洋子議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

７番天間勝則議員の登壇を願います。

７番、市民クラブ天○７番（天間勝則君）

間勝則、通告に基づいて、通告の順番にて３

点質問いたします。

最初に、雇用問題であります。

大手企業の派遣社員が大量にカットされ、

各企業の決算予測も下方修正一辺倒の報道が

連日なされ、１００年に一度の大不況という

フレーズまでもが喧伝される昨今であります

が、その中で、高卒の求人が激減され、いま

だ就職が決まっていない高校生が県内に７０

０名余りいるということであります。

また、実業高校においても進学率が５０％

を超える状況になっている現実、このこと

は、就職したくても就職する場がなく、やむ

を得ず進学せざるを得ない、専門学校を含め

ますが、このように分析する方もおります。

また、専門学校を卒業しても、職につけない

方も多いようです。

このように、雇用を取り巻く環境は、全国

的に厳しい問題として取り上げられ、いろい

ろな取り組みがなされております。

三沢市においても、商工会を中心に、雇用

協議会等でいろいろと検討されていると思い

ます。また、緊急雇用対策本部を設置するな

ど、現状においては対応はなされていると私

はとらえております。

私は、若者雇用を、三沢市の活力ある将来

のためにも、１０年後、２０年後の長期的計

画で取り組んでいくべきだと考えておりま

す。

雇用問題を改善するためには、ありとあら

ゆる手段を駆使して取り組まなければならな

いというわけであります。将来の雇用創出に

は、地域に合った長期的な取り組みが必要だ

と思います。

それぞれの考え方はあろうかと思います

が、私の雇用拡大につながる将来的な考えを

述べさせていただきますと、企業誘致は、昨

今厳しい状況にありますが、継続していかな

ければならないと考えます。

三沢市の活性化を図るために、地元消費、

地産地消を推進し、商工業、農業、漁業、行

政が一体となった活動をし、三沢市の特性で

ある空、海、陸、いわゆる空港、港、鉄道、

土地を活用した地元産業を育成し、推進と活

性化を図り、雇用の創出を拡大していくのも

一つだと思います。

また、観光・リゾートづくりの分野にも、

将来を見据えて目を向け、小川原湖を中心に

既存の観光資源をフルに活用し、５０万人か

ら１００万人規模の入り込み観光、リゾート

客を想定し、新たな発想を持って取り組み、

また、スポーツ振興の一環としても、スポー

ツ大会等を企画・運営し、市外、県外に呼び
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かけ、三沢市の年間イベントにしていくよう

努力していくのも、雇用につながる一つでは

ないでしょうか。

そして、今取り組むべきは、若者定着を図

るために、若者が定住できる安価な住宅の提

供が必要だと思います。また、子づくり支

援、教育、医療等、若者が住みよい環境を整

備していくことが急務だと考えます。

私は、このようなことを踏まえ、質問させ

ていただきます。

三沢市の活性化、産業の発展、優秀な人材

が他市に流出するのを防ぐためにも、地元就

職が重要な課題であることから、長期的な見

地で促進に取り組むべきだと考えますが、当

局のお考えをお聞かせください。

次に、食育推進についてであります。

私は、６月議会においても食育について質

問させていただきました。その際に教育長か

ら、出前講座を開き、栄養学専門職の派遣を

している。また、地域、学校、家庭の共通認

識を持てるよう推進していくとありました

が、その後はどのような取り組みをしている

のでしょうか、なかなか表面に見えてきてい

ないのが現状であります。

このたび、２００５年に政府による食育基

本法が制定され、昨年６月に改正された学校

給食法が４月１日から施行されることになっ

ております。

１９５４年に施行された学校給食法は、戦

後、食糧難を背景に、不足しがちな栄養を担

う目的が主だったようでございます。今はそ

んな時代ではなく、食生活の乱れ、国民の食

生活改善を図る目的に大きく変わってきてお

ります。いわゆる食育の重要性を考えようと

いうことであります。

私は、このことを踏まえ、三沢市において

も積極的に取り組む問題だと考えておりま

す。特に、他市町村では積極的に地産地消、

食育に推進に取り組んでおるところが多く見

られます。

食は大きく変わりつつあります。安心・安

全はもちろんでありますが、健康や教育、環

境、産業に大きく影響を与える分野でもあり

ます。特に、健全な人間形成をはぐくむ上で

も、重要な役割を果たしております。

皆様も御承知のように、三沢商業高校で

は、地元産の食材を使い、いろいろな食品を

研究し商品化しております。その中で生まれ

たヒット商品もあると聞いております。この

ように、教育現場においてもさまざまな角度

から食育は進んでおります。

私は、市民とともに、健康で明るい、安

心・安全な住みよいまちづくりのためにも大

きく看板を掲げ、地産地消、食育の推進に努

めていくことが、三沢市の基本方針の一つ、

豊かな心と体をはぐくむまちづくりに大きな

役割を果たしていくものと考え、また、その

見地から質問いたします。

地産地消、また、食育については、各地で

推進運動に取り組んでおります。健全な心身

をはぐくむ上で最も基礎的な食育について、

三沢市においても条例を制定し、推進してい

くべきと考えますが、当局のお考えをお聞か

せください。

次、最後になります。公共事業が原因の環

境問題についてであります。

古間木地区で、川の拡幅工事、橋の公共工

事が行われております。その工事が発する

音、振動、泥水等、近隣の住宅の方に著しく

害を及ぼしているということであります。

住民の方の家のトイレから泥水が上がって

きたり、ある工事のときは、めまいがして倒

れそうになったとか、心身にも影響を及ぼし

ているということであります。また、赤ちゃ

んがいたら大変なことになりかねないとも

言っております。

また、大量の泥が側溝に入り、これを町内

の人で掃除しなければならないのかと、不満

の声もあります。これから春になるとほこり

も舞い上がります。

工事をするのはだめとは言っていません

が、住宅が隣接している場合、工事業者は、

住民に迷惑のかからないよう対処しなければ

ならない義務があると聞いております。
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このようなことから質問いたします。隣接

の住民に配慮した工事内容に努めるよう指導

すべきだと考えますが、当局のお考えをお聞

かせください。

最後に、私は、このような問題は、担当課

に行ってお話をすることが妥当かわかりませ

んが、私は、開かれた議会、ガラス張りの議

会であるべきだという考えから、市民の声を

少しでも反映し、住みよい三沢市にしてまい

りたいと思うことから質問させていただいて

おります。

以上、答弁のほどをよろしくお願いいたし

ます。

ただいまの７番天○副議長（山本弥一君）

間勝則議員の質問に対する執行部を答弁を求

めます。

市長。

ただいまの天間議員○市長（種市一正君）

さんの御質問のうち、雇用問題については私

から、その他については副市長及び関係部長

から答弁させますので、御了承願います。

当市では、三沢市総合振興計画の中におき

まして、御案内のように、働き暮らせるまち

づくりを掲げ、既存の産業の振興や企業誘致

などの施策により、地域の雇用創出を図り、

より多くの若者がこのまちで暮らしていける

ようにすることなどを重要な課題として位置

づけをいたしております。

とりわけ、企業誘致の分野におきまして

は、企業立地促進法に基づく青森県南下北地

域の基本計画を策定し、環境・エネルギー産

業や電子部品、自動車等先端技術産業、ある

いは情報関連サービス産業を重点的に誘致、

あるいは集積を図るというビジョンを掲げま

して、雇用の場の拡大を図ることといたして

おるわけであります。

このようなことから、三沢市といたしまし

ても、企業から進出したいと思われるよう

な、いわゆる環境の整備、あるいは優遇制度

の充実を図るため、工場団地の整備や立地促

進奨励金、雇用促進奨励金などを拡大させ、

立地環境の整備をしてきたところでありま

す。

その結果、多摩川精機株式会社や三沢エン

ジニアリング株式会社、あるいは公盛工業株

式会社が相次いで進出をし、新たな雇用の場

の創出がなされたところであります。

市といたしましては、今後とも地元企業を

支援しつつ、優良企業の誘致に努め、若者が

安心して地元で働ける場を確保し、人材の流

出防止を図ってまいりたい、このように考え

をいたしております。御理解いただきたいと

思います。

副市長。○副議長（山本弥一君）

食育の推進につい○副市長（大塚和則君）

ての御質問にお答えをいたします。

食育は、食の大切さを学ぶとともに、食を

通じて命の大切さを知り、感謝する心をはぐ

くみ、生涯を通じて健康で生き生き暮らして

いくすべを学び、考え、身につけることであ

ります。

現在、青森県におきましては、青森県食育

基本計画を策定し、「いただきます！あおも

り食育県民運動」として、全県的な取り組み

とすべく、事業展開をしているところであり

ます。

三沢市でもこれを受け、保健、保育、学校

などの教育の場、そして、農業生産の場など

において、食育に関連する事業をそれぞれが

展開し、その実施については、これまでも機

会を得て御報告をさせていただきました。

今年度は、新たにＪＡおいらせが主体とな

る「まるごとおいしい三沢をいただきま～

す！」連絡協議会を設置し、親子を対象とし

た農業収穫体験や地域の特産食材を活用した

料理コンテストなどを青森食育推進モデル事

業として実施をしております。

また、三沢保育事業研究会では、食育を重

点に置いた紙芝居や、エプロンシアターによ

る食育学習を実施し、産業分野においては、

特産品として、ほっき丼が商品化されるな

ど、食育に関する各関係機関の取り組みがな

されております。

三沢市総合振興計画の目標にも、健康な生
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活習慣の確立に必要な施策として、食育を推

進するプランの作成を掲げ、現在、準備を進

めているところであります。

市では、まずもって、この食育推進計画を

策定することとしており、策定に当たって

は、先ほど述べましたとおり、各分野の取り

組みを尊重しつつ、それらとも連携をとりな

がら、市民との協働による食育推進計画を平

成２１年度中には作成したいと考えておりま

す。

以上でございます。

建設部長。○副議長（山本弥一君）

第３点目の公共○建設部長（吉田幸男君）

工事が原因の環境問題についてお答えいたし

ます。

現在、三沢市では、三沢駅周辺のインフラ

整備を青森県とともに進めているところであ

り、御質問のありました古間木川の河川改修

事業、都市計画道路中央町・金矢線整備事業

の両工事につきましては、ともに青森県が事

業主体となって実施している工事でございま

す。

公共工事は、関連法令並びに仕様書に基づ

いて、周辺地域の環境保持に努めなければな

らないとなっておりますことから、県では、

請負業者に対して、騒音、振動等の問題への

対応を施工計画、工事実施の各段階におい

て、低振動、低騒音機械を使用させるなどし

て、適正に現場管理を行うよう指導してきた

ところであります。

しかしながら、今回、指導監督の行き届か

ない点があったことに関しましては、今後、

県に対し、周辺地域の生活環境に十分配慮

し、これまで以上に請負業者への指導を徹底

するよう要請してまいります。

以上でございます。

７番。○副議長（山本弥一君）

それでは、再質問さ○７番（天間勝則君）

せていただきます。

雇用問題２点と、食育について１点であり

ます。

先ほど市長のほうからも、定住化に力を入

れていくというふうなことがございました。

また、市長は、今議会の所信の中に、魅力あ

る住宅地の確保に向けて、南ニュータウンの

分譲を機に、定住化促進に努めてまいりたい

と言っておられました。

また、私ども視察いたしました田辺市で

は、民間のアパートに２万円の補助を支援

し、定住化を図りたいと説明を受けました。

５年間の期間制限はありますが、このように

いろいろな角度から若者の定住は、今後、大

事な事業だと思います。

三沢市においては、南ニュータウンをどの

ように活用して定住化につなげていくのか、

具体的な考えをお伺いいたします。

次に、雇用について、もう１点でございま

す。

このたびの雇用特例、また、特別交付金

で、三沢市では何人ぐらいの雇用を見込んで

いるのか、お聞かせください。

次に、食育について、先ほど地産地消のお

話がございました。特に、地元でとれた農産

物は、その土地、風土、気候で育った人々の

体に合って、健康的であると言われておりま

す。

政府は、給食に地場産物の使用割合を３０

％まで引き上げていきたいようであります

が、かなり厳しいようでございます。現状

は、２００７年度で、全国平均２３.３％、

本件では２４.８％と平均をわずかに上回っ

ています。

三沢市の給食の地場産物の使用割合は、６

月議会の時点で、農産物７品目、１６％を占

めていると教育長から伺っております。本県

の平均よりかなり低いようであります。現

在、地場産物の使用割合は上がっているので

しょうか、お聞かせください。

３点でございます。お願いいたします。

答弁願います。○副議長（山本弥一君）

市長。

答弁というようなこ○市長（種市一正君）

とでありますが、どういう答弁したらいいか

ちょっと迷っておりますけれども、いわゆる
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雇用問題については、申し上げたとおりであ

りまして、あらゆる角度から、それこそ議員

が御指摘のとおり、アタックしてまいりたい

と、こんな思いでありますが、いずれにして

も、選択は企業側にあるわけでありますの

で、その辺に対する思いというものを十分配

慮しながら、申し上げたような優遇措置を徹

底させながら、あるいはＰＲをして、そうい

う方向を見出したいと思っております。

以上であります。

経済部長。○副議長（山本弥一君）

再質問にお答え○経済部長（桑嶋豊士君）

いたします。

三沢市の雇用対策というふうなことで、今

回の緊急雇用、あるいはまた、ふるさと、あ

るいはまた、生活対策の関連事業の中で、市

といたしましては、新たに、おおむね４７名

程度の雇用を創出したいというふうに考えて

おります。

教育長。○副議長（山本弥一君）

ただいまの再質問○教育長（横岡勝栄君）

にお答えさせていただきます。

昨年６月の議員さんの御質問のときには、

地場産品消費は１６％というふうにお答えさ

せていただきました。その後、現在までは大

幅な変更はありません。

ただし、これも御承知のことと思うのです

が、畜産物、水産物の加工品は、どうしても

三沢市では無理なので、他から仕入れるとい

うことになります。そういう意味では、１６

％から大幅な上昇は見ておりません。

以上です。

７番。○副議長（山本弥一君）

先ほど、市長のほう○７番（天間勝則君）

から雇用問題ということでありましたが、私

も、今回、市長が南ニュータウンの分譲のこ

とで、定住化というようなことで、一応雇用

の基本となるものですから、どのように具体

的に考えているか、ちょっとお伺いしたかっ

たのですが。

市長。○副議長（山本弥一君）

雇用というような感○市長（種市一正君）

じで、例えばこのニュータウンの問題につい

ても、やはり優良宅地の分譲といいますか、

それらのことよりまして、新しい購買者が家

を建てたり、そういうことでいろいろ、直

接、間接的に雇用の問題が発生するというこ

とについては、そういうことを考えながら、

あるいは地域の活性化というようなことも考

えながら、この問題についても検討していく

と。

なお、経過については、この秋には一部分

譲したいと思っております。

以上で、７番天間○副議長（山本弥一君）

勝則議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

９番附田一議員の登壇を願います。

９番、無会派の附田○９番（附田 一君）

一でございます。

質問に入る前に、昨今、思うところ等につ

いて申し上げたく、議長はじめ、議員各位の

お許しをいただきたく、よろしくお願い申し

上げます。

アメリカ発の１００年に一度と言われる経

済不況は、昨年暮れから大変なことになって

おります。本県、そして三沢市にもその波が

押し寄せていることは、日々の新聞報道等で

その深刻さを推しはかることができます。

雇用情勢が急激に悪化する今、農林水産大

臣が生産調整政策を見直す意向を示しており

ます。さらに、農林漁業の雇用拡大で、農水

省と厚労省が連絡会議を設置しております。

担い手不足に悩む農林漁業にとって、人材確

保の絶好の機会であり、心配される食料自給

率の向上も見込めることになります。

また、厳しさを増す雇用情勢の中、農林漁

業で５,８００人雇用、高まる農業法人の採

用意欲等の朗報もあります。

三沢市においては、１月７日に、三沢市緊

急雇用対策本部を早速立ち上げたことは、タ

イムリーな措置として高く評価するところで

あります。さらに、来年度一般会計予算にお

いて、農業に重点を置くとしております。ぜ

ひ、第１次産業に目を向けさせるよう、そし
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て、農業法人の立ち上げの支援等に意を注い

でもらいたく思うものであります。

次に、年頭の八戸市の水道導入管の事故

は、対岸の火事と安穏としていられない危機

管理の重要さを再認識させられたところであ

ります。

この事故に対し、我が上下水道部では、１

月４日の新聞報道で見てとるとおり、おいら

せ町に給水車を出すなど、互助精神は当然の

こととはいえ、お正月の休み期間中にもかか

わらず出動した職員の皆様に深く敬意を表す

るものであります。

敬意を表すると言えば、ホッキ貝高値、浜

久々笑顔、三沢ほっき丼後押しの報道は一服

の清涼剤でありました。

また、元教育長の成田睦憲氏が作詞、三沢

シティーバンドの安食和彦氏の作曲で完成し

た三沢ほっき貝音頭は、さらに関係者並びに

市民を元気づけるものであり、ますますの頑

張りに期待申し上げるものであります。

次に、去る１月２９日、享年５８歳、まさ

に人生の中道で無念の旅立ちをした企画部理

事・市史編さん室長豊川哲美氏について述べ

させてもらいます。

氏は、三沢市史続通史編の刊行に至る終盤

は、病魔と闘いながら、その職責を全うすべ

く頑張ってくれました。昨年末、病院に訪れ

たとき、刊行できたことを殊のほか喜んでお

り、安堵の感いっぱいの表情で語っておりま

した。人間の評価は「棺を覆いて事定まる」

と言われますが、人情紙風船の時勢にありな

がらも、その温顔変わりなく、黄泉へ参った

氏の御冥福を皆様ともどもお祈りしたく思い

ます。

最後に、昨年、第４回定例会において、無

縁者の墓石建立について質問したところであ

りますが、意に沿う、やる方向で検討すると

いうありがたい答弁をいただいたにもかかわ

らず、前向きに検討と聞き違え、きつい再質

問になったことにつきまして、汗顔この上な

く、市長をはじめ関係部課長並びに担当者

に、ここに深くおわび申し上げるものであり

ます。どうぞ御容赦のほどをお願い申し上げ

ます。

そしてまた、今後の審議になりますが、早

速、来年度当初予算に計上いただき、深く感

謝申し上げます。進言いただいた住職さん

も、予算が通過すればきっと喜んでいただけ

るものと思います。

このことにつきまして、某議員から、「納

骨堂の話をすると早よう死ぬ。だからだれも

質問しなかった」と言っておりましたが、何

か三沢には、火葬場でのジンクスがあるそう

であります。言われるまでもなく、私もその

昔、先輩職員から聞いたことがあります。

「かくすればかくなるものと知りながら、や

むにやまれぬ大和魂」、獄中の吉田松陰には

遠く遠く及ばないものの、ジンクスどおりに

なるのであれば天命と思うしかありません。

しかしながらであります。某議員殿、「散る

桜、残る桜も散る桜」であります。

それでは、質問に入らせてもらいます。

まず最初に、消防の広域化の対応について

であります。

昨年、私の後輩で、上十三管内の消防職員

の方から、消防の広域化の話が出ているが、

三沢市に転勤となれば大変だと聞かされまし

た。思うに、その逆もまた大変だと思い、少

し調べてみました。

国では、平成１８年６月に、消防組織法の

一部を改正し、市町村の消防広域化に関する

基本指針を定め、都道府県に対して、消防組

織化の枠組みなどを定める消防広域化推進計

画を１９年度中に策定するよう指示をしてお

ります。

それを受けた県は、平成２０年３月に、青

森県消防広域化推進計画を策定しておりま

す。

国の考え方同様、県においても、まず最初

に、市町村の消防については、災害の大規模

化、住民ニーズの多様化など、消防を取り巻

く環境の変化に的確に対応し、住民の生命・

身体及び財産を守る責任があります。

しかしながら、小規模な消防本部や、１１
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９番通報に基づく指令業務等を市町村ごとに

行っている消防本部では、十分な消防の力を

発揮できないと考えられ、常備消防体制の充

実強化のためには、消防の広域化は避けて通

れない課題でありますとしております。

そして、推進計画の冊子に、県内を６地域

の枠組みとし、上十三地域は、おいらせ町を

除いた８市町村に１消防本部の構想が示され

ております。

果たしてこのまま、国、県が進めるまま、

唯々諾々と進むのが三沢市にとってベターな

のか、いささか疑問に思い、質問に至ったわ

けであります。

インターネットからの情報ですが、長野県

危機管理局に寄せられた意見・要望を一覧し

ますと、消防職員は、性格上規律が必要であ

るとともに、上意下達であることから、その

ことを利用され、すべて決まってから、従え

では生活無視である。したがって、県の推進

計画策定や市町村の運営方針の策定に当たっ

ては、消防職員の意向を十分反映するよう願

う。

これまでの広域化や合併の中でも、管理職

ポスト削減や市町村間の人間関係、通勤距離

等の問題で退職した職員もいたが、広域化す

れば、こうしたことが必ず起こる。

救急業務については、知らない土地を任さ

れると心配なのが現実で、地域密着型がよ

い。経済的にも、通勤手当等の削減となる。

広域配転の場合、職員宿舎がないなどであり

ます。

また、山口県内にある１３消防本部を４本

部に統合する県の計画について、県市長会が

知事に対し、枠組みに納得できない等、反対

意見が相次いだとし、十分調整してほしい旨

の要望をしております。

隣の秋田県能代市では、市議会全員協議会

において、広域化に伴う職員の給料などの平

準化に向けた考え方について、市当局から説

明を聞き、協議した結果、賛否が分かれ、広

域化へのゴーサインを出すに至らなかったと

あります。

これは一部でありますので、全国ではまだ

まだたくさんの議論があるのではないでしょ

うか。

このような事態になっていることは、国、

県の行政上のスケールメリット論が先行し、

消防リストラという側面は否定できないと思

うものであります。

資料を見ますと、三沢市の場合、県内各消

防組織に比し、その内容は充実していると思

われます。上十三８市町村の広域化になれ

ば、三沢市民の受ける恩恵が薄まるなどとは

申しませんが、一たん緩急の折には、消防組

織ごと、お互い互助精神を発揮すればと思う

ものであります。

現に、隣接の六戸町、おいらせ町の火災・

救急業務については、八戸地域、そして、十

和田地域消防事務組合より早く対応する場合

もあると伺っております。

国では、自治体が自主的に判断すること

で、国や県の方針に拘束されない、広域化し

ない場合も一切不利益な扱いを受けないとの

見解もあります。

広域化は避けて通れないなどの論は、市町

村合併の推進をしたときと同様の文言であ

り、避けて通っても、しっかりやっている市

町村は全国にたくさんあります。国に迎合し

て合併をした市町村で、合併特例債の返済で

大変になっている市もあるやに聞いておりま

す。

このようなことから、私は、いたずらに混

乱を招くだけの机上の空論に見える広域化へ

くみしないほうがと思うものでありますが、

見解を伺うものであります。

次に、歩道の設置率と今後の取り組みにつ

いてお伺い申し上げます。

道路の整備、歩道の整備については、過

去、何人もの先輩議員が取り上げており、町

内会長会議においても、毎年要望が出されて

いるところであります。私も、一昨年、未舗

装道路について伺いましたが、さらに歩道か

とお思いでしょうが、よろしくお願い申し上

げます。
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車道の整備に関しては、過去五十数年来、

幹線道路等、まさに車社会に対応した整備が

進められてきたものと理解するところであり

ます。これに反して、こんなにまでもの車社

会を予想できなかったと思いますが、歩道の

整備に関しては、取り残されてきた感は否め

ないものと思います。

去る１月３０日の新聞報道ですが、交通事

故死者５,１５５人のうち歩行者は３３.４％

で、乗車中の３３.２％を３４年ぶりに上

回ったとありました。これは、歩道と車道の

分離が不十分であるがゆえの何物でもなく思

うものであります。

学校や地域では、安全パトロール、保護者

のあいさつ運動、先生方の横断歩道見守り

等、小さな努力を積み重ねております。

しかし、自動車優位の脅威の中では、これ

らの努力では守れる範囲を大きく超えている

のではないでしょうか。人の心だけでは守り

切れない車の脅威を排除しないことには、通

学する児童・生徒等歩行者の安全確保はおぼ

つかないものと思うものであります。

歩道設置率の全国平均は４１.２％であ

り、最も高いのは沖縄県の７４.２％だそう

であります。果たして三沢市の場合、国道、

県道、市道の合計延長において、その設置率

は何％になっているのでしょうか。あわせ

て、今後の計画についてお伺い申し上げま

す。

最後に、１００円バス事業についてお伺い

いたします。

一昨年、第３回定例会において、市道古間

木２号線沿線への停留所の設置を含めていた

だき、新病院への延長、そして、全市的に路

線の拡大をすべきと御質問申し上げたところ

であります。

古間木２号線については、平成２０年度中

に拡幅整備を終えることから、費用対効果等

の面から妥当かどうか検討し、できる限り要

望にこたえてまいりたい。新病院への延長に

ついては、１００円バスにすべきか、民間事

業者のバス路線の開設にすべきか、総合的な

判断が必要。全市的路線拡大については、交

通弱者への配慮という観点も必要であるが、

財政状況から極めて難しいの回答でありまし

た。

体育施設や文化施設等は、必要として建設

したことは認めますが、失礼ながら、これら

は、その道の方々の利用が主なような気がい

たします。市民だれでも、とりわけ、交通弱

者が利用できる１００円バス事業の充実は、

市民の理解を得ること必ずやであると思いま

す。

そこで、私がお伺い申し上げましてから１

年半経過しております。古間木２号線も完工

であります。一昨年の回答から、それぞれに

対する考え方がどのように進んでいるのか、

お伺い申し上げるものであります。

御答弁のほどをよろしくお願い申し上げま

す。ありがとうございました。

ただいまの９番附○副議長（山本弥一君）

田一議員の質問に対する執行部の答弁を求め

ます。

市長。

ただいまの附田議員○市長（種市一正君）

さんの御質問のうち、市内循環１００円バス

事業については私から、その他につきまして

は副市長等に答弁させますので、御了承願い

たいと思います。

附田議員さんも御承知のとおり、この事業

は、中心市街地への誘客を目的として実施し

てきているところでありますけれども、お尋

ねの市道古間木２号線については、小規模な

路線変更等による運行実現の可能性があるこ

とから、今お話がございましたが、平成１９

年第３回定例会における御質問に対する答弁

の中で、費用対効果の面から妥当かどうかを

検討し、できる限り要望にこたえたい旨の御

答弁を申し上げたところであります。

また、移転新築となる市立三沢病院の件に

つきましても、何らかの公共アクセスが必要

であると考えておりますことから、１００円

バスについても、路線を新市立病院へ延ばす

べきか否かの検討をいたしておりまして、さ
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らには、青い森鉄道へ移行する三沢駅の利用

促進という課題も新たに生じてきていること

から、近い将来、市内のバス交通を取り巻く

環境に大きな変化が訪れることを見込みまし

て、来年度、１００円バスに関する住民ニー

ズや利用者の動向、収益性などを把握するた

めに調査を実施することにいたしておりま

す。

まずは、その調査結果を、大変質問には遠

い話になると思いますけれども、その結果を

見据えながら、路線の延長、あるいは総体的

に拡大を検討してまいりたいと思っておりま

すので、御理解を賜りたいと思います。

副市長。○副議長（山本弥一君）

議員さん御質問の○副市長（大塚和則君）

消防行政についてお答えをいたします。

国におきましては、災害や事故の多様化及

び大規模化、都市構造の複雑化、住民ニーズ

の多様化等の消防を取り巻く環境の変化に的

確に対応し、住民の生命・身体及び財産を守

る責務を全うする必要がある中にあって、小

規模な消防本部では、出動態勢、保有する消

防車両、専門要員の確保等に限界があること

や、組織管理や行政運営面での厳しさが指摘

されるなど、消防の体制としては必ずしも十

分でない場合があり、これを克服するために

は、市町村の消防の広域化により、行財政上

のさまざまなスケールメリットを実現するこ

とは極めて有効であるとしております。

こうしたことから、消防体制の整備と確立

を図ることを目的といたしまして、平成１８

年６月に消防組織法の一部が改正され、市町

村消防の広域化に係る規定が新たに盛り込ま

れたところであります。

この改正消防組織法に基づき、国では、市

町村の消防の広域化に関する基本指針を示

し、県では、この指針に基づき、平成２０年

３月に青森県消防広域化推進計画を策定し、

この計画において、上十三地域においては、

４消防本部を一つの広域消防本部とする計画

が示されたところであります。

県が策定した推進計画は、広域化の必要

性、方策及び協議する枠組みを示したもので

ありますが、消防の広域化は、消防の対応力

を低下させるようなことがあってはならない

とされ、また、市町村における自主的な判断

のもとに行われるものとされているところで

あります。

以上のことを踏まえ、三沢市を含む上十三

地域の市町村長を構成メンバーとする上十三

地域広域市町村圏協議会を検討の場として、

その下部組織として、関係機関の担当課長等

を構成員として、事務レベルでの消防広域化

検討会議を設置し、消防部会及び行政部会を

設け、現状分析、広域化のメリット、デメ

リット等の検討を開始したところでありま

す。

この計画では、平成２４年度までに一定の

結論を出すこととされていることから、広域

化検討会議での検討結果を踏まえ、今後、上

十三地域の広域化に関する対応を協議するこ

とになるものと考えております。

以上でございます。

建設部長。○副議長（山本弥一君）

議員さん御質問○建設部長（吉田幸男君）

の２点目、道路行政についてお答えします。

歩道の設置は、歩行者の交通事故防止及び

安全確保の上で大変重要と考えております。

まず、市内における国道、県道及び市道の

歩道設置率は、道路の総延長約４０７.３キ

ロメートルのうち、歩道が設置されている延

長は約９８.３キロメートルで、約２４.１％

の設置率となっております。

次に、歩道整備につきましては、現在、市

道古間木２号線、市道大町・中央町線、市道

岡三沢・平畑線、市道東岡三沢・松原線、市

道三沢・下田線及び市道三沢・百石線を整備

中であります。

さらに、ハローワーク三沢の移転新築に伴

い、周辺の交通量が増加したことから、ハ

ローワーク利用者等の交通安全対策のため、

市道６７号線と市道８３号線に歩道を計画し

ております。

また、現在建設中の三沢市立三沢病院の南
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側に隣接する市道中鶴間・木下線において

も、病院利用者等の交通安全対策のため、歩

道を計画しております。

今後、交通量及び歩行者の利用状況並びに

地域住民のニーズ等を勘案しながら、計画的

な整備に努めてまいりたいと考えておりま

す。

以上でございます。

９番。○副議長（山本弥一君）

１００円バスについ○９番（附田 一君）

ては、調査の結果ということで理解します

が、２１年度の当初予算に載っております

が、４９６万７,０００円、これで調査する

と思いますけれども、私は、この調査の中

で、１００円バスは、市内を歩くとどこの町

内の方も、何とか何とかなのです。

ですので、この調査はどのようにするの

か。委託料ですから、コンサルタント会社に

頼むのかどうか、ランダムにでも町内の方々

から聞き取りをするのか、その辺の内容につ

いてお答えできる範囲でお願いしたいと思い

ます。

次に、消防なのですけれども、士気を高め

ていくためには、やっぱり私は、市町村の部

課長さん、あるいは首長での会議、検討会と

たくさん並べてありますけれども、まず、我

がほうの消防の職員から、どういう見解を

持っているのか、その辺の事情を聴取、ある

いはアンケート調査をするとか、その辺をし

てもらわないと、後でまた、途中でやめると

か、大変なことになると思いますので。

私は、消防職員の皆さんから、一応アン

ケートというのですか、そういう事情を聞い

てみたらどうでしょうかと思いますけれど

も、そういう案はあるかどうか、お伺いしま

す。

歩道については、全国が４１.２％で、三

沢が、今お答えいただきました２４.１％、

大体半分です。これではちょっとまずいと思

うので、いろいろな計画が、今おっしゃられ

ましたけれども、ぜひどんどん推進していた

だきたいと思います。

ちょっと聞き漏らしたかもしれませんが、

三沢駅の北側の踏切から本町３丁目、４丁

目、大町、マックスバリュまでの通りは、朝

夕、小中高生の、どこも一緒かと思いますけ

れども、あそこは、私、特に通るので、目立

つので、大変込み合っているというほどでは

ないのですけれども、雪道のときは、車を運

転していたら、本当に危ないと感じます。あ

そこの路線は、今おっしゃったところに入っ

ておりますでしょうか、そこをお伺い申し上

げます。

以上でございます。

答弁願います。○副議長（山本弥一君）

経済部長。

１００円バスの○経済部長（桑嶋豊士君）

調査に関しましてお答えいたします。

この調査は、委託をいたしまして、現状の

乗降者の利用状況がどうなっているのか、あ

るいはまた、利用者の分布がどういうふうな

形になっているのかというふうなことにつき

まして、市内３カ所、三沢駅、それから市役

所、それから三沢病院、この３カ所で調査を

いたしまして、現状の運行コースの見直し案

を検討するとともに、収支計算をいたしまし

て、運行コースの見直し案の作成をするとい

うふうなものでございます。

建設部長。○副議長（山本弥一君）

道路行政につい○建設部長（吉田幸男君）

ての再質問にお答えします。

これは、朝日印刷の前のということでよろ

しゅうございますか。

朝日印刷の前の道路につきましては、県道

八戸野辺地線と三沢駅を結ぶ路線でございま

して、朝夕の車両の交通量及び学生等の通行

者も多い路線ではございます。ただ、県道で

ありますので、市が直接関与できないことか

ら、歩行者等の安全対策についての歩道整備

について、早期に実施していただくよう県に

要望してまいりたいと思っていました。

以上でございます。

消防長。○副議長（山本弥一君）

消防の広域化○消防長（小比類巻正雄君）
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についての再質問にお答えいたします。

国が示しました基本指針には、広域化は、

市町村、住民、消防関係者等の理解を得て進

めていくということが肝要である。これらの

関係者の意を得ながら推進していくように努

めることとされておりますことから、当市と

しても、広域化を検討するに当たって、職員

並びに市民の声などを聞いていかなければな

らないものと考えております。

以上であります。

９番。○副議長（山本弥一君）

バスですけれども、○９番（附田 一君）

３カ所の調査ということですけれども、３カ

所で４９６万７,０００円、どうすればかか

るか私はわかりませんけれども、これはいい

のですけれども、３カ所だけではなく、やっ

ぱりこっちのほうに来たら乗りますかとか、

別なほうも聞かないと、また路線を決めて、

必ずこっちにもこっちにもと、そういう声が

たくさん出ると思います。ですので、やっぱ

りエリアを広めて、足で調査する、そういう

努力も必要ではないかと思いますけれども、

どうでしょうか。

答弁願います。○副議長（山本弥一君）

経済部長。

お答えいたしま○経済部長（桑嶋豊士君）

す。

調査を実際に実施する段階で、どのような

調査が最適なのかというふうなことにつきま

して、詳細にわたりまして、その調査方法を

今後詰めていくというふうな中で、そういう

ふうなことも検討されるのかなというふうに

思います。

以上で、９番附田○副議長（山本弥一君）

一議員の質問を終わります。

この際、午後２時５５分まで休憩いたしま

す。

午後 ２時４５分 休憩

────────────────

午後 ２時５５分 再開

休憩前に引き続○副議長（山本弥一君）

き、会議を開きます。

それでは、一般質問を次に移ります。

３番奥本菜保巳議員の登壇を願います。

日本共産党、奥本○３番（奥本菜保巳君）

菜巳でございます。

それでは、一般質問に入らせていただきま

す。

まず、第１の質問ですが、福祉問題の１点

目、介護保険制度改定について伺います。

人はだれしも必ず年をとります。介護の問

題は、決して人ごとではなく、ある日突然に

親や配偶者の介護をする必要に迫られたり、

また、自身が介護される側になったりと、年

を重ねればだれでも直面するやもしれない重

要な問題です。

日本は、１９７０年に高齢化社会に、１９

９４年には高齢社会となり、現在は超高齢化

社会となりました。高齢者の割合は、２０１

５年から増加の一途をたどり、２０２５年に

ピークを迎えると言われています。高齢化率

は、２０２５年に３０％、２０５５年に４０

％の見込みとなっています。

また、高齢者世帯のうち独居世帯が２３

％、老々世帯が３３％、３世代同居は１８％

となっています。２０１５年には、独居世帯

５７０万世帯、高齢者夫婦のみの世帯６１０

万世帯と、２０００年に比べ倍増すると言わ

れています。

そのような中で、認知症高齢者は、厚生労

働省の当初の予想をはるかに超えて、現在、

１５０万人にも及んでいますが、このまま進

むと２０１５年には２５０万人にも上ると推

定され、その対策も急を要しています。

日本の急激な高齢化のもと、介護保険制度

が２０００年４月にスタートして９年がたち

ました。当初から問題の多かった制度です

が、２００６年にはさらに改悪され、利用者

の生活や事業所の経営に打撃を与えました。

改悪の結果、余りにも低い介護報酬により、

６割以上の事業所が十分な賃金を払えない、

４割の事業所が労働条件や労働環境改善がで

きないと訴えています。

このようなことから、介護職員の低賃金、
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重労働等により、介護現場はかつてない深刻

な人手不足と経営難、事業を縮小、廃止せざ

るを得ない状況が生まれています。

介護職員の１年間の離職率２１％は、全産

業平均１６％と比較しても高く、勤続１年未

満４２.５％、３年未満３８％といった高い

離職率であり、また、介護福祉士養成校の８

割が定員割れし、２００７年度には１２校が

閉校になっています。

介護職離れに歯どめをかけるため、今回の

介護保険制度の改定によって、介護職員の労

働改善につながるように、介護報酬を３％引

き上げることになりました。舛添厚生労働大

臣は、賃金を月２万円アップすると言ってい

ましたが、これまでの過去２回の改悪によ

り、４.９％の介護報酬の引き下げが実施さ

れており、３％の引き上げでは何ら改善に結

びつかない実態があります。

介護報酬加算も、基本報酬全体の底上げで

はなく、体制や機能に応じた加算中心の改定

であり、算定ができる事業所と、できない事

業所の二極化を招くことになります。

また、加算できたとしても、利用者の負担

も上がることで、利用を控えることにつなが

り、条件が合っても加算は取れない事業所も

出ると見られています。

また、４月から実施される新しい要介護認

定方式においても、介護認定の際に行われる

訪問調査による聞き取り調査の基準変更によ

り、これまで、寝たきりの利用者が全介助と

されていた項目でも、介助なし、自立とさ

れ、介護度が低く判定されることがわかりま

した。調査項目の削減についても、認知症の

調査項目が減らされ、認知症の状態がつかみ

にくくなっています。

２次判定を行う認定審査会においても、コ

ンピューターによる１次判定が優先されるよ

うに意図されているのではないかと不安を持

つ審査会委員の声もありました。

要するに、今回の介護保険制度の改定で

は、介護報酬の３％引き上げがあっても、介

護職員の待遇改善に結びつく保証はほとんど

ないこと。介護認定が実態より軽い判定にな

る割合が高く、利用者にとって必要なサービ

スが受けにくくなることなど、保険あって介

護なしの、大変問題のある改定だということ

です。

このような改悪が続くとどうなるのでしょ

うか。在宅における介護サービスの低下によ

り、また、施設に入所できない人たちがふえ

ることにより、家族の負担がふえることにな

ります。

現在、日本では高齢者にかかわる事件が増

加の一途をたどっています。介護殺人や介護

心中などです。子が親を殺害、配偶者間の殺

害の割合が高く、被害者は、後期高齢者が６

割、加害者自身の障害、介護疲れ、体調不良

のケースも６割あると言われています。

今月８日にも、介助が必要な祖母を、無職

の２３歳の孫が浴槽に放置し、死亡させたと

報道がありました。その孫の供述では、介護

に疲れて嫌になったということです。

これから先、超高齢社会が進み、このまま

介護保険制度の改悪を野放しにしていけば、

今以上にもっと事件がふえることが予想され

ます。

現在、自殺者も１０年連続で３万人を超

え、青森県も全国ワースト２位となっていま

す。

そこで、この三沢市においての自殺者はど

うなのかと健康ふれあい課に調査していただ

いたのですが、他県では、自殺者が４０代、

５０代の方が多いことに比べ、資料を見ます

と、三沢市では、６０代以上の高齢者の方の

自殺者の割合が高く、その原因ははっきりわ

からないというものの、青森県警がまとめた

資料から見ますと、自殺原因の１位には健康

問題、２位は借金などの多重債務が原因とさ

れていますが、三沢市の場合もそのようなこ

とが考えられるのではないでしょうか。

高齢者にかかわる事件・事故など、最悪の

事態を招かないためにも、安心して老後を過

ごせる望ましい制度が必要だと思います。

まずは、４月からの新方式と、認定制度全
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体の総合的な検証と改善が必要です。利用者

の負担がふえない財政措置をとりながら、す

べてのサービスの基本報酬を５％以上引き上

げる政策が必要です。

このようなことを発言しますと、なぜ共産

党は、国が決めた政策について質問するの

だ。市のレベルではどうにもならないから、

もっと三沢市民の身近な問題を取り上げるべ

きだという意見を言う方がいます。

しかしながら、私はそうは思いません。国

が決めたことであっても、これは三沢市民の

生活に直結した重要な問題です。市民に深く

かかわっている問題である以上、市民に知っ

ていただく必要があります。そして今は、各

自治体が住民と議会としっかりと手を結び、

国に対して要求する時代です。

後期高齢者医療制度が見直しに追い込まれ

たことにしても、妊婦健診１４回無料化にし

ても、その声が国に届いた結果、実現できて

いるのです。また、国の悪政から、知恵を

絞って住民の負担軽減に努めている自治体も

あります。

以上のことを踏まえ、三沢市としてどのよ

うな対策を考えていくのか、伺います。

次に、福祉問題の２点目、研修費負担軽減

について伺います。

さきにも述べましたが、現在、経営が厳し

い事業所が大変多いと言われています。先

日、訪問看護施設所長でケアマネジャーをし

ている同級生に、今回の介護制度の改定につ

いて話を聞かせてもらいました。

その中で、制度以外の話でしたが、ぜひ取

り上げてほしい要望があるということでし

た。それは、ケアマネジャーの義務となって

いる研修が大変多く、事業所としてかなりの

負担になっているし、自己負担で研修を受け

ているケアマネジャーにとってもかなり負担

になっている。少しでもいいから支援が欲し

いと言っていました。

皆さんも御存じのとおり、介護現場は深刻

な人手不足です。求人を出してもなかなか集

まらない、すぐに離職してしまう。最近で

は、介護職員まで外国から研修生を受け入れ

なければならない実態があります。医師不足

と同じように深刻です。もっと待遇改善が必

要ですし、負担を軽減しなければなりませ

ん。

これから介護が必要な高齢者がふえていく

のに、それを支える介護職員がいなくなれば

高齢社会は成り立ちません。これは、単なる

個人、事業所の利益やスキルアップだけの問

題ではありません。社会全体で支えていかな

ければならない問題だと思います。

三沢市としても、ケアマネジャー等の介護

職員の職離れ対策として、介護職員の待遇改

善の手助けが必要だと考えますが、見解を伺

います。

次に、第２の質問ですが、雇用問題につい

て伺います。

現在、日本は、アメリカ発の金融危機の影

響を受け、１００年に一度と言われる未曾有

の経済危機、景気悪化に襲われています。そ

の結果、大企業などが相次いで派遣切りを行

い、昨年末には、これからお正月を迎える人

たちに対して、血も涙もない非常な派遣切り

をして、まるで人間ではなく物のように切り

捨てています。三沢市においても、年末にト

ヨタの派遣切りに遭い、地元三沢市に戻られ

た方々がいると聞きました。

三沢市では、この緊急事態に、１２月の年

の瀬にもかかわらず、他の近隣市町村の中で

はいち早く、種市市長を筆頭に三沢市緊急経

済雇用対策本部を立ち上げ、相談窓口を設置

し、担当職員が休日返上で対応されました。

市長をはじめ、各担当職員の方々に心から敬

意を申し上げたいと思います。

三沢市としての雇用対策は、市の臨時職員

として１０名雇い入れ、住むところのない人

に対しての対策として雇用促進住宅を１０戸

準備し、誘致企業に対して雇用を守るよう要

請したということなど、心温かい種市市政に

市民の皆さんも頼もしく感じられたことと思

います。

三沢市における失業の状況は、愛知県の豊
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田など自動車関連の誘致企業がある自治体の

ような非常事態ではありませんが、ハロー

ワーク三沢の月間有効求人倍率の推移を見ま

すと、昨年と比較しても、１０月から求人倍

率が低くなり、昨年１月の求人倍率０.４と

比較しても、ことしの１月は０.２７と低

く、厳しい数字になってきています。三沢市

にも徐々に景気悪化の余波が来ているという

ことです。

派遣労働者雇用安定化特別奨励金とは、派

遣先で派遣労働者を雇い入れた場合に奨励金

が支給される制度で、派遣切りを抑止しよう

とする制度ができましたが、それでも３月末

での雇いどめもあるということで、さらに今

後、失業者がふえる可能性が高く、これから

の雇用対策が重要となってきます。

そこで、三沢市として、今後、どのような

雇用対策を考えているのか、伺います。

次に、雇用対策としての２級ヘルパー養成

支援について伺います。

団塊の世代が介護保険を利用するようにな

ると、ヘルパーがあと５０万人必要だという

統計があります。

青森市は、失業者を対象に、受講料無料

で、定員２５名、２級ヘルパー養成研修と称

しての雇用対策を２１年度の新規事業で行う

としています。

私の知人がこのニュースを聞いて、三沢で

もこのような制度があれば活用し、介護の職

についてみたいと言っていました。その知人

は、昨年から誘致企業に派遣で働いていまし

た。１２月で契約が切れることになっていた

そうですが、これまでの雇用対策などが功を

奏してか、直接雇用となり、契約が１月まで

延びて、またさらに２月まで延びたというこ

とでした。しかし、いつ契約が切れるかわか

らないので、次の仕事を探さなくてはならな

いと言っていました。

その方の友人も派遣で、契約が切れ、パー

トの仕事を探していたらしいのですが、三沢

では求人がなく、八戸市の洋菓子店で箱製作

の求人があり、面接を受けに行ったそうで

す。６名の募集に対して６０名の応募があっ

たそうで、本当に驚いたと言っていました。

その話を伺い、雇用状況は一段と厳しさを増

していると実感しました。

また、雇用保険を掛けていないパートの方

は、ハローワークの教育訓練給付金制度が活

用できません。２級ヘルパーの資格を取るた

めには費用が９万円ほどかかります。

このようなパートや派遣で働いてきた方々

の雇用対策として、また、介護職員の人手不

足対策にも有効となる２級ヘルパー養成研修

支援の事業を行う考えはあるか、伺います。

次に、雇用対策の２点目ですが、除雪作業

者を三沢市として直接雇用し、ひとり暮らし

のお年寄り宅などや、大型の除雪車が通れな

いような道路の除雪を行い、冬場、仕事が減

少する方々を期間採用とし、雇用対策、雇用

創出につなげる考えはあるか、伺います。

次に、第３の質問、道路問題について伺い

ます。

市内の生活道路には未舗装道路が多く、ま

た、道路補修もままならない状態も見受けら

れます。砂利道で、あちこちに穴があいてい

たり、子供たちの通学路になっている砂利道

など、歩きにくく、走行しにくく、そこで暮

らす住民にとって大変不自由している現状が

あります。

市の道路であっても、舗装にするためには

幅員が６メーター以上なければならないなど

の条件があり、そのために地権者が土地を市

に寄附しなければならず、なかなか舗装にす

ることが難しくなっているというのが実情で

す。

舗装にすることで、側溝など、雨水排水処

理も考えなければならないことも、舗装工事

を難しくしています。

また、生活道路に向ける予算も厳しいとい

うことです。

しかしながら、そこで暮らしいている住民

にとって、何とかして舗装してほしいという

切実な要望は大変強いものです。何とか知恵

を絞り、住民の願いをかなえるべく、行政と
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してできることはないのでしょうか。

そのような要望にこたえて、階上町や軽米

町などの自治体が、行政と住民との協働のま

ちづくりなどの一環として行っている道路舗

装事業が進んでいます。全国的にも、このよ

うな取り組みをしている自治体がふえつつあ

るということです。

新聞記事によりますと、階上町では、住宅

開発事業者が宅地造成を行った結果、無秩序

に私道が拡大した。私道のほとんどは砂利道

で、車が小石をはね上げ、危険だったり、穴

があいて水たまりができるなど、生活道路と

して不便を来したり、問題が浮上。ただ、町

道ではないため、町が舗装工事を行うのは事

実上不可能だった。こうした事態を打開する

ため、町は私道の舗装を協働のまちづくりの

一環と位置づけ、行政区を事業主体とした財

政支援制度を創設とあります。

住民の願いにこたえようという自治体の知

恵を感じる、大変うらやましい事業だと思い

ます。できない、難しいとされていること

を、知恵を使って実行する、こういった行政

の意識改革が成功に導いたのだと思います。

軽米町では、町道ですが、住民と行政とで

力を合わせて側溝設置と生活道路の舗装作業

を行っているとのことです。

このようなことを踏まえ、三沢市でも、住

民の願いである不便な砂利道を舗装できるよ

うな施策はあるか、伺います。

以上をもちまして、一般質問を終わりま

す。

ただいまの３番奥○副議長（山本弥一君）

本菜保巳議員の質問に対する執行部の答弁を

求めます。

市長。

ただいまの奥本議員○市長（種市一正君）

さんの御質問のうち、雇用問題の第１点目、

世界的な不況下にあって、三沢市独自の雇用

対策があるのかとの御質問については私か

ら、その他については副市長ほか関係部長か

ら答弁させますので、御了承願います。

昨年は、年の瀬が近づくにつれまして、不

況の色が一段と濃くなり、特に雇用情勢にお

いては、話がございましたように、派遣切

り、あるいは雇いどめ等の動きが顕著になっ

て、社会問題にまで発展いたしたわけであり

ます。

このため、当市におきましては、これらの

雇用問題に速やかに対応するべく、昨年１２

月１９日に、ハローワーク三沢及び三沢市商

工会とともに、緊急連絡会議を設けまして、

その対応を検討してまいったわけでありま

す。そして、年末年始には、緊急雇用相談窓

口を市役所内に開設するなどの対応をしてま

いったわけでありますが、年明け早々、雇用

情勢はさらに深刻さが増したために、ハロー

ワークや県など多くの関係機関とともに、去

る１月７日に、三沢市緊急雇用対策本部を設

置したところであります。

また、市独自の雇用づくりの取り組みとい

たしましては、本年２月から３月までの２カ

月間、これも話がございましたが、１０名の

非常勤職員を緊急雇用として採用したところ

であります。

次に、国の交付金事業に基づく当市の雇用

対策としては、新年度において、ふるさと雇

用再生特別交付金事業及び緊急雇用創出事業

の二つの事業実施を計画いたしております。

まず、ふるさと雇用再生特別交付金事業で

は、平成２１年度から２３年度まで、３カ年

度の合計で７,８８０万円の配分額が当市に

示されており、これを財源といたしまして、

緑のリサイクル推進事業や不耕作地利活用推

進事業などの業務を各機関に委託し、新たに

１０名の雇用を創出する予定であります。

次に、緊急雇用創出事業では、同じく３カ

年度の合計では３,０７４万８,０００円の配

分額が示されておりまして、公園や道路の整

備など、４事業を各機関に委託して、延べ２

７名分の雇用を設けることといたしておりま

す。

次に、お話がありました２級ヘルパーの養

成研修を無料で受講できる事業を行ってはど

うかとの御質問に対しましては、現在、御案
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内のように、国が教育訓練給付制度によりま

して２級ヘルパー養成研修受講者の負担軽減

を行っていることから、当市としては、当該

研修に係る費用について助成する考えは今の

ところありませんので、御理解を賜りたいと

思います。

以上であります。

副市長。○副議長（山本弥一君）

福祉問題の要介護○副市長（大塚和則君）

認定調査の調査項目の改定における利用者及

び事業所に対する対応についてお答えをいた

します。

要介護認定は、国が調査項目を設定し、全

国一律の基準で行っております。当市でも、

平成２１年４月から、新しい調査項目により

介護認定を行うこととなります。

国が定めた新たな認定基準は、合理的な根

拠に基づいたものと考えられ、その当否につ

いて、市が独自に判断することは適当でない

と考えております。

介護度が下がった場合の支援や事業者に対

する支援につきましては、介護保険法に規定

されている項目と負担割合以外の支出は新た

な財源が必要となることから、市独自に特別

の支援を行うことは考えておりません。

次に、介護報酬の引き上げについてお答え

をします。

平成２１年４月からの介護報酬の改定にお

いて、介護報酬は約３％の引き上げとなりま

す。

御質問の介護報酬を３％引き上げても、職

員の給与の引き上げにはつながらないとのこ

とでございますが、現在、国において、今回

の報酬改定の趣旨を事業所等に周知徹底を

図っているところであります。

各事業所は、国からの通知のもとに、職員

の給与、職員研修の充実、職場環境の整備

等、介護従事者の処遇改善に向けた取り組み

を実施していくものと期待をしております。

また、市が所管をします地域密着型サービ

ス事業者については、当市において、介護報

酬改定についての趣旨の徹底を図ってまいり

たいというように考えております。

次に、介護職員の研修に係る費用に対する

支援についてお答えをいたします。

各事業所では、職員研修を国から義務づけ

られており、それらに係る経費は、本来、事

業所としての裁量の範囲であると考えており

ますので、費用に対する支援は考えておりま

せん。

以上でございます。

建設部長。○副議長（山本弥一君）

議員さん御質問○建設部長（吉田幸男君）

の雇用問題の２点目についてお答えします。

道路等の補修作業を迅速に行うために、土

木課において非常勤職員を４人雇用してお

り、夏場は道路のパトロールや穴埋め及び草

刈り等の作業に従事し、冬場は除雪車が除雪

できない箇所や歩道等の除雪及び融雪剤散布

の作業に従事しております。

さらに、現在は、緊急経済雇用対策の一環

としまして、非常勤職員４人が増員され、合

計８人体制で作業を実施している状況になっ

ております。

今後も市民の要望に対して速やかな対応を

するため、年間を通して非常勤職員４人の雇

用を維持してまいりたいと考えております。

次に、ひとり暮らしのお年寄りの世帯で

は、降雪があった場合、除雪作業が困難な場

合があります。その対策として、高齢者が安

心して暮らせるよう、三沢市シルバー人材セ

ンターへの委託事業として実施している軽度

生活援助事業の中で、除雪作業を実施してお

りますことから、現在のところ、新規雇用対

策として除雪作業を実施することは検討して

おりません。

以上でございます。

議員さん御質問の３点目、道路問題につい

てお答えします。

市民生活に密着した生活道路の舗装や側溝

整備は、市民が快適に暮らしいていく上で大

変重要と考えております。

市で行う道路整備につきましては、市道の

み実施しているところであり、平成２０年４
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月１日現在の市道の未舗装道路は、延長にし

て約７０.１キロメートルとなっておりま

す。

毎年、町内会及び地域住民から早急な整備

の要望がされておりますが、近年の厳しい財

政状況下では、なかなか市道の整備も思うよ

うに進まない現状にあることから、私道等の

整備工事を行う場合に市が補助金を交付する

事業は、現段階では実施できないと考えてお

ります。

しかし、私道等の整備につきましては、平

成１９年１０月１日に改正した市道路線認定

基準に基づき、認定及び寄附等の要件を満た

す私道等を市に寄附していただければ、市道

として道路整備することが可能となります。

市としましては、私道の未舗装道路につい

ては、財政状況の厳しい中でありますが、市

民が快適な生活を確保していくためにもぜひ

進めていかなければならないと考えておりま

すので、住民からの要望及び道路の利用状況

を勘案しながら、計画的な整備に努めてまい

りたいと考えております。

以上でございます。

３番。○副議長（山本弥一君）

再質問させていた○３番（奥本菜保巳君）

だきます。

福祉問題について、まず再質問させていた

だきます。

先ほど、相変わらず国任せと、国のやり方

にそのまま任せてやるというふうな答弁をい

ただきましたけれども、まず、４月からこの

新方式が採用されるということで、まだ実態

は三沢市としてはわからないというのは、そ

ういう答弁があると思っていましたけれど

も。

これは、全日本民主医療機関連合会が４月

実施の新しい要介護認定方式に基づいて１次

判定を試行したところ、現在の要介護度より

軽度の判定が出る確率が高くなることが判明

し、民医連が行った厚生労働省との交渉にお

いて、新しい聞き取り調査の基準を用いた場

合、１次判定が軽度に出る傾向があるという

ことを厚生労働省も認めているのです。こう

いうことを踏まえて、いろいろな自治体が、

国任せに制度をそのまま運用するのではなく

て、努力している自治体もあるのです。

今、言いたいのですけれども、まず、国

は、保険料の全額免除はだめ、資産審査なし

の一律減免はだめ、一般会計からの繰り入れ

はだめと、こういう三原則を守るように厳し

く自治体を指導していると思うのですが、し

かし、介護保険は地方自治法の自治事務であ

り、三原則に法的な拘束力がないことは、国

会で答弁されて、確認されています。

この三原則をはね返して、現在、千葉県浦

安市が、一般会計からの介護保険の会計に繰

り入れも実施というふうになっていますし、

あと、東京の千代田区では、介護保険施設人

材確保・定着・育成支援事業など、区が独自

に人材育成として、職員のキャリアアップ、

スキルアップ、心のケアなど、人材育成に要

する費用を補助しているのです。

介護職員の人材確保、スキルアップは、単

なる個人や事業所の利益ではなくて、介護を

受ける方々の利益につながる社会的な問題に

なるのです。

今後、このような支援をしっかりと考えて

いくのかどうか、もう１回伺いたいと思いま

す。

次に、雇用問題ですけれども、再質問させ

ていただきます。

これまでの市の雇用緊急対策の取り組みに

ついては申し分ないのですけれども、今後の

取り組みとしてですけれども、平川市では、

建設関連企業における雇用維持のため、平成

２１年度以降に実施予定の事業を前倒しで実

施したり、市民の雇用を維持している企業に

対し、対象業務などの要件を満たした企業に

は、雇用人数に応じた奨励金を交付していま

す。また、離職者生活安定資金を借り入れた

市民に対し、利子と保証料の償還実績に対し

て全額助成などの緊急雇用対策を創設してい

ます。

三沢市においても、このような対策を考え
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る考えがあるか。

また、先ほども一般質問で言いましたけれ

ども、雇用緊急対策なのですが、トヨタの派

遣切りに遭った方、１２月にあったのですけ

れども、結局、対策本部が立ち上げられてい

るということを知らなかったのです。やは

り、このようにいいことをやっているわけで

すから、緊急雇用対策についてどのように周

知徹底していくのか、ここが一番大事だと思

います。いかに知らせるかということです。

これをどのように考えているのか、伺いま

す。

答弁願います。○副議長（山本弥一君）

副市長。

福祉問題の再質問○副市長（大塚和則君）

についてお答えをいたします。

事業所に対する市独自の支援策についてで

ございますが、事業所に対する支援につきま

しては、介護サービス費が、市独自で介護

サービス事業者への特別の支援を実施した場

合、その介護給付費の財源について、すべて

第１号被保険者の介護保険料で賄わなくては

ならず、第１号被保険者の負担が増すことと

なることから、特別な支援を行う考えはござ

いません。

以上でございます。

経済部長。○副議長（山本弥一君）

雇用に対する再○経済部長（桑嶋豊士君）

質問にお答えをいたします。

今後の三沢市の雇用の取り組みというふう

なことですが、先ほど、市長の答弁の中で、

国の直接の雇用対策事業として、ふるさと雇

用、あるいはまた、緊急雇用というふうな事

業の中身について御説明をいたしましたが、

その他としまして、地域活性化・生活対策臨

時交付金事業というのがございます。これに

つきましては、現在のところ、平成２１年度

に、森林環境整備ということで、森林の下

草、あるいは枝打ちというふうなことで、約

１０名くらいの雇用を創出したいというふう

に思っております。

また、雇用につきましては、全般的な問題

でございますので、特に雇用対策協議会の中

で、さらに企業訪問等を要請してまいりたい

というふうに思います。

また、緊急対策本部を近々開会をいたしま

して、各機関に対する実情、あるいはまた、

対策等がどのようにとられていたのかという

ふうなことを、そこの中で報告し、今後のそ

れぞれの役割分担をした雇用対策というふう

なものを検討してまいりたいと、このように

思っております。

これらの部分につきましては、広報等を用

いまして、市民の皆様方に周知をしてまいり

たいというふうに思っております。

以上であります。

３番。○副議長（山本弥一君）

支援をしていただ○３番（奥本菜保巳君）

きたいのはやまやまですけれども、するか、

しないかと聞いているのではなくて、予算も

ありますから、これから検討する気構えがあ

るかどうかをお聞きしているのです。

これからですね。今の時点で財政も厳し

く、そういう支援は考えていないということ

なのですが、ほかの自治体で頑張ってやって

いるところがあるのですから、これから先、

いろいろな状態が出ると思いますけれども、

そのような考え方で、気構えでやっていくの

かどうか、お聞かせください。

副市長。○副議長（山本弥一君）

福祉問題の再々質○副市長（大塚和則君）

問にお答えをいたします。

現段階では、先ほど申し上げたとおりでご

ざいますが、これからさまざまな情勢の変化

があると思いますので、その時点時点で適宜

判断してまいりたいと思います。

以上でございます。

以上で、３番奥本○副議長（山本弥一君）

菜保巳議員の質問を終わります。

─────────────────

本日は、これを○副議長（山本弥一君）

もって散会いたします。

なお、明日も引き続き、一般質問を行いま

す。
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御苦労さまでした。

午後 ３時４０分 散会


